
第４回 地域の就労支援の在り方に関する研究会 

（議事次第） 
 

日時：平成２４年２月１４日（火） 

    １３：００～１５：００ 

場所：中央合同庁舎第５号館 

省 議 室（９Ｆ） 

 

１．障害者団体からのヒアリング 
 ・社会福祉法人 日本盲人会連合副会長 時任 基清 氏 

 ・財団法人 全日本ろうあ連盟理事 中橋 道紀 氏 

 ・社会福祉法人 全国盲ろう者協会常任理事・事務局長 塩谷 治 氏 

 ・社会福祉法人 全日本手をつなぐ育成会常務理事 田中 正博 氏 

 ・社会福祉法人 日本身体障害者団体連合会常務理事・事務局長 森 祐司 氏 

 ・一般社団法人 日本発達障害ネットワーク代議員 内藤 孝子 氏 

 ・公益社団法人 全国精神保健福祉会連合会理事長 川﨑 洋子 氏 

 ・ＮＰＯ法人 全国精神障害者団体連合会理事 増島 明 氏 

 ・社団法人 日本てんかん協会理事 青栁 智夫 氏 

 ・一般社団法人 日本難病・疾病団体協議会副代表理事 森 幸子 氏 

 ・ＮＰＯ法人 日本脳外傷友の会代表理事 東川 悦子 氏 

 

２．意見交換 

 

３．その他 

 

【配付資料】 

資料１－１：社会福祉法人 日本盲人会連合 提出資料 

資料１－２：財団法人 全日本ろうあ連盟 提出資料 

資料１－３：社会福祉法人 全国盲ろう者協会 提出資料 

資料１－４：社会福祉法人 全日本手をつなぐ育成会 提出資料 

資料１－５：社会福祉法人 日本身体障害者団体連合会 提出資料 

資料１－６：一般社団法人 日本発達障害ネットワーク 提出資料 

資料１－７：公益社団法人 全国精神保健福祉会連合会 提出資料 

資料１－８：ＮＰＯ法人 全国精神障害者団体連合会 提出資料 

資料１－９：社団法人 日本てんかん協会 提出資料 

資料１－10：一般社団法人 日本難病・疾病団体協議会 提出資料 

資料１－11：ＮＰＯ法人 日本脳外傷友の会 提出資料 

資料１－12：社団法人 全国脊髄損傷者連合会 提出資料 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名 社会福祉法人 日本盲人会連合 

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内

に簡潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内

に記載していただくよう、お願いします。 

 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんです

か。 

・視覚障害特性を理解した専門員を配置し、希望や能力に応じた適切な職業を求職

者が選択できるように、相談や助言を行っていただきたい。また、視覚障害特性

に適した職業訓練を実施していただきたい。 

・拡大文字、点字、音声等で、求人情報を閲覧できるようにしていただきたい。 

・就労ハンドブック等の資料を拡大文字、点字、音声等で読むことができるように

していただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

・視覚障害の特性を理解したジョブコーチなどの専門員を配置し、定期的に相談で

きるようにしていただきたい。 

・点字ディスプレイ、拡大読書器、パソコンの画面読み上げソフト等の視覚障害者

の就労を手助けする機器を長期間無料貸出や無償配布をしていただきたい。 

・視覚障害者の動作などを手助けする補助者を配置するヒューマンアシスタント制

度には利用期間の制限があるが、継続的に働き続けるために制限を撤廃していた

だきたい。 

・誘導用ブロック、触知図・手すり用点字標示、出入口やトイレへの音声案内等の

視覚障害者の歩行を助ける機器が設置されるように支援していただきたい。 

 

 

 

 

資料１－１ 
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③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

・視覚障害者が就労支援機関を通じて企業へ就職した好事例をまとめて、働く場を

提供していただければ働くことができることを雇用者に啓発・広報していただき

たい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

・障害者の法定雇用率や雇用状況は、視覚・聴覚・肢体不自由など細かく障害別に

発表していただきたい。 

・視覚障害者の多くはあん摩・マッサージ等の自営業であり、自営業者へも支援を

していただきたい。 

・企業におけるヘルスキーパーの目的は、理療の施術等により、職員の疲労やその

他の症状を取り除き、業務の能率向上と従業員の健康増進に役立てることであ

る。しかし、現在ヘルスキーパーとして働く者の多くは、理療以外の事務をして

いるため、視覚障害者が雇用されるのが難しい状況がある。改めて理療の施術に

特化し、視覚障害者のあんま・マッサージ・指圧師の優先雇用をしていただきた

い。また、介護施設・特別養護老人ホームにおける機能訓練指導員に、あん摩・

マッサージ・指圧師が含まれるので、視覚障害者の優先雇用をしていただきたい。 

・病院内でのマッサージ診療報酬額は、８３年から３５点に据え置かれ、働く視覚

障害あん摩・マッサージ指圧師が激減してしまっている。この病院の診療報酬を

改め、視覚障害者の働きやすい場を確保していただきたい。 

 

 

 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 
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障害者団体に対するヒアリングについて 
 

団体名 財団法人全日本ろうあ連盟            

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内に簡

潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内に記載し

ていただくよう、お願いします。 

 

①  求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

ハローワークに設置されている手話協力員の稼働時間の増加及び「手話協力員業

務ガイドライン」を策定し、その充実を図ること。及び就職支援ナビゲーターの充

実を図ること。 

（説明）現在、手話協力員制度は１か所月７時間の稼働時間しかないため、十分に

就労支援できず、職場定着指導の同行もままならない状況にある。 

「手話協力員」は 1973（昭和 48）年に労働省（当時）が求職相談や職場定着指

導などにかかる聴覚障害者に対するコミュニケーションをサポートする者として

職業安定所に設置した。職業安定所は全国に 600 余箇所あり、現在 297 箇所と全体

の半分程設置されている。聴覚障害者へのコミュニケーションサポートだけでな

く、入替えが早い職業安定所の職員への聴覚障害者の理解を促すと同時に、職場定

着指導においても企業に理解を求め、聴覚障害者の雇用、職場定着を支援している。

また、職場で困ったことがあれば相談も受ける等、聴覚障害者の就労支援の中枢の

役割を果たしてきた。 

しかし 2006(平成 18)年度より国の財政難で稼働時間が月に 8 時間から 7 時間に

減らされ、現在も一向に改善されていない。稼働時間を最低でも以前の 8時間に戻

す必要がある。そして手話協力員自身が業務を理解すると同時に、職業安定所職員

の手話協力員への理解を促すために「手話協力員業務ガイドライン」策定が必要で

ある。 

障害者への相談・支援体制の強化で就職支援ナビゲーター（障害者支援分）が 2011

（平成 23）年 4月よりハローワークに設置された。その資格要件に手話通訳者が追

加されたことは前進と考えるが、すべての障害者を対象に支援することになるため

専門性の低下が懸念される。より効果的に就労支援するためには手話等、障害者が

必要とするコミュニケーション手段で対応できる就職支援ナビゲーターが必要と

考える。 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）は

なんですか。 

高齢・障害・求職者雇用支援機構の「ジョブコーチ支援事業」及び「障害者介助等

助成金」を利用しやすい制度にすること。一部の県で展開している聴覚障害者ワー

クライフ支援事業を国の事業とすること。 

YSOSP
テキストボックス
資料１－２
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(説明)聴覚障害の特性を理解し手話のできるジョブコーチの支援があれば、聴覚障

害労働者の職場定着率が高くなる。しかし第 1 号職場適応援助者（ジョブコーチ）

助成金を受けられる要件の 1 つとして、「当該法人の支援を受けた障害者で就職し

た者が過去３年間で 10 名以上であり、かつ当該法人の支援の対象者について事業

所等に依頼して行われた職場実習が過去３年間で 20 件以上であるか、又は当該法

人の支援を受けた障害者で就職した者が過去３年間で 20 名以上であること」とな

っている。この要件は、都市部以外の地域の法人の場合はかなりハードルが高く、

実績を作れない。要件を緩和してほしい。 

企業において聴覚障害者の情報・コミュニケーションを保障する制度は障害者介

助等助成金の「手話通訳担当者の委嘱助成制度」だけである。100 社程の企業が利

用しているものの給付期間、障害程度、給付額上限設定などの制約で利用する企業

が増えない。またこの制度は企業が申請するものであり、聴覚障害者からの要請に

応じられない。聴覚障害者の必要に応じて手話通訳が保障されることが合理的配慮

でもあるし権利の一つである。制度の利用上制約を撤廃し、聴覚障害当事者が申請

できるよう見直しが必要である。 

また手話の知らない難聴者・中途失聴者のために要約筆記担当者の委嘱助成制度

を新設してほしい。 

大阪、山梨などの府県レベルで行われている聴覚障害者ワークライフ支援事業

（参考資料①）は、関係機関と連携し、聴覚障害者個々のニーズに応じた雇用・労

働相談・支援を行い、ジョブコーチ支援事業以上に成果をあげている。この事業を

一部の県に留まらず、全国で利用できるよう国の制度にしてほしい。 

 

③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

全国に約 300 ヶ所設置されている障害者就業・生活支援センターが聴覚障害者に

とって利用しやすくなるよう、職員の研修に手話等を導入し、聴覚障害者の相談や

職業訓練等、よりきめ細かな支援のために手話通訳者の派遣費を整備するなど、情

報・コミュニケーション保障の体制が必要である。 

 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

・労働政策審議会障害者雇用分科会を始め、障害者の労働政策を左右する研究会に

は聴覚障害者等の各障害当事者団体に委員を委嘱し、当事者の意見を十分取り上

げる必要がある。(参考資料②参照) 

・聴覚障害者の実雇用率が分かるように障害者雇用率の表示を見直す必要がある。 

聴覚障害者に対する情報保障やコミュニケーション保障が必要なことを理解さ

れていない企業がまだまだ多い中で、聴覚障害者の雇用改善のための分析を行

い、また聴覚障害者の実雇用率増加を図るために聴覚障害者の実雇用率を表示す

べきである。 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 



参考資料①（全日本ろうあ連盟） 

第 16 回全国職業安定所手話協力員等研修会兼ろうあ者労働問題フォーラム(2011 年 1 月) 

第２分科会 レポート  

ワークライフ支援事業の報告 

 ㈳大阪聴力障害者協会 （大阪ろうあ会館） 

 

◎ ワークライフ支援事業の歴史・概要 

・大阪ろうあ会館では、設立当初（1977 年）から、職員が手話協力員となる。 

・職安以外でも、ろうあ会館で、仕事が終わった夜や休日に来館する方の就労や求職の問

題に応じる。 

→ 労働相談や労働関係の通訳派遣が増大する。 → 

・1988 年、㈳大聴協が大阪府に要望書を提出。「大阪府の責任で、ろうあ者の職業専門の

手話通訳者を採用設置するか、委託事業として通訳派遣をして下さい。」 その後、毎年

要望書を提出。 → 

・2002 年、大阪府の独自の事業として「聴覚障害者等ワークライフ支援事業」が㈳大聴協

に委託される。 

  聴覚障害者が職業生活を送るにあたり必要な相談や問題解決の支援を行い、聴覚障害

者の職業生活の充実を図ることを目的としている。現在 2 名のワークライフ支援ワーカ

ーが㈳大聴協に採用されこの事業に従事している。 

 

◎ 具体的な内容 

１ ろうあ会館への相談・依頼。 

(１) ろうあ者からの相談・依頼 

大阪のろうあ者の相談の場としてろうあ会館があり、労働に関しても様々な相談が寄せ

られる。 

 ａ 求職に関して 

    適職の相談。職安・訓練校・委託訓練の紹介 職務経歴書の書き方等 

 ｂ 職安を通さない面接や、就労後の支援 

    新聞チラシを見て希望しての面接 その後の職場定着支援 

    インターネットで応募しての面接等 

 ｃ 就労中の問題 

    人間関係の悩み 仕事と関わってのけがや病気 雇用条件面での不満 

    会社の規則や方法が変わった時などの説明がわからない 

    面談や会議に通訳がない 等 

 ｄ 離職に関して 

    仕事をやめたいという相談 

    仕事をやめると決まった後の、会社との話し合い 

    離職後の雇用保険・年金等の相談 
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相談を受けての対応 

 ・ろうあ者本人の承諾のもと、事業所に連絡し、事業所との話し合いの場を作る。 

 ・関係機関につなぎ、その際の通訳として同行する。 

   関係機関：職安・労働基準監督署・病院・年金事務所・役所等 

    ・さらに、緊密な連携が必要な場合 → ２や３で述べている、ジョブコーチや、精神

障害者就職サポーター、ろうあ会館専任通訳者、就労・生活支援センターなどとの継

続的な取り組みにつなげる。 

 

(２) 事業所からの相談・依頼 

  職安を通して、あるいは事業所から直接のろうあ会館への相談や依頼で、ワークライ

フが対応すべきと考えられるもの。 

 ・突発的な事態で、すぐに対応が必要なもの。 

 ・長期の継続的な支援が必要と考えられるもの。 

・初めてろうあ者を受け入れた事業所からどうしたらいいかと相談があり、まず支援ワ

ーカーが通訳に行き、そこから、通訳委嘱契約につながることもある。 

 

２ ろうあ会館ジョブコーチ・専任通訳者・手話協力員・精神障害者就職サポーターとの

連携。 

(１) ジョブコーチとの連携 

  大阪ろうあ会館の労働担当職員として、2名の支援ワーカーと、2名のジョブコーチ（手

話協力員を兼ねる）がいる。4名は緊密に連携している。 

 ・ジョブコーチ支援が終了しても、まだ、継続的な支援が必要と考えられる場合、支援

ワーカーがそれを引き継ぐ。 

 ・ワークライフ支援の中で、仕事の面での専門的な支援が必要であると考えられる場合

は、ジョブコーチに引き継ぐ。 

 

(２) ろうあ会館専任通訳者（生活相談員）との連携 

  ろうあ会館専任通訳者（生活相談員）の生活相談の中で、労働にかかわる問題が出て

きた時は、ワークライフ支援と連携して支援する。また、ワークライフ支援の中で、医

療や生計などの問題が出てきた時はろうあ会館専任通訳者（生活相談員）に連携を依頼

する。 

 

(３) 労働担当者会議の存在 

手話協力員とろうあ会館労働担当者（ジョブコーチ 2 人・支援ワーカー2 人）の連携

の場として、月に一度、ろうあ会館で労働担当者会議をひらいている。そこには、聴覚

障害者である精神障害者就職サポーターや大阪能力開発校の手話通訳者も参加している。 

  協力員からは、ワークライフ支援が必要である事例が寄せられる場合がある。 

また、聴覚障害者である精神健康福祉士とは、以前から連携をとってきたが、精神障
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害福祉士が精神障害者就職サポーターとなり、連携するケースがますます増えている。 

 

３ 就業・生活支援センター・あいらぶ工房との連携 

  地域での支援が必要なろうあ者の場合など、就業・生活支援センターとの連携は以前

からの課題だったが、連携が徐々に広がり、現在、３つの支援センターと連携して支援

を続けている。 

  また、大阪市内のろう重複障害者の通所施設「あいらぶ工房」の利用者の中には、就

労移行支援の対象となり、一般就労を希望している人も多い。そのため、月に一度、あ

いらぶ工房で労働相談日を設けて、一般就労に向けての取り組みを連携して行っている。 

 

 

４ 課題 

・手話通訳やろうあ者に対する事業所側の理解が不十分。 

・ワークライフが大阪府だけの制度であるため府県を越た問題に十分対応できない。 

 

 

５ 事例 

①〈１－（１） 職場の人間関係 〉 

Ａさんは友人から大聴協の機関誌「ろうあ大阪」のワークライフ支援の記事を教えてもら

い、ろうあ会館を訪ねてきた。会社での人間関係に悩んでいるということだった。解決方

法の一つとして、上司との面談に手話通訳が入る方法をアドバイスした。Ａさんも、今ま

で会社に通訳が入ることを考えていなかったが、こちらの説明に納得し、上司に話してみ

るということになった。 

 その後、会社の面談には支援ワーカーが通訳に行くことになり、人間関係は改善してい

る。 

 

②〈１－（１） 賃金不払い 〉 

Ｂさんは３年前に製造業の会社に入社したが、今年に入り不景気のため、賃金の支払い

が滞っていた。Ｂさんは会社に対して、文書で訴えたが、誠実な対応がないまま、やむな

く退職した。Ｂさんが居住地の市の相談員に相談をし、相談員を通してろうあ会館に連絡

が入り、Ｂさんが相談に来た。 

退職した時に賃金未払いが５０万円ほどあり、離職理由も「一身上の理由」と不当な扱

いをされていることがわかった。労働基準監督署に同行し、すみやかに残りの賃金を払っ

てほしいと申し出をした。 

労働基準監督署が会社に調査・指導し、賃金は分割で支払われることになった。 

離職理由についても、職安に同行し申立書を作成し提出した。後日「会社都合」に変更

され、失業保険も給付制限の 3ヶ月の待機をせずに支給されることになった。 
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③〈１－（２） 事業所からの緊急の依頼とその後の経過 〉 

Ｃ社で、従業員のろうあ者どうしが口論になり、会社から連絡が入った。支援ワーカー

がすぐ会社に行き、話し合いで双方の言い分を上司や同僚に通訳した。早急な問題の解決

はできなかったが、会社内で、日常的にろうあ者の声を聞く機会を作るべきだという声が

上がり、会社とろうあ者とが定期的に面談を行うことになった。 

その後、面談の中で、別のろうあ者の健康の問題が分かり、支援ワーカーが病院に同行

した。 

 

④〈２－（１）（２） ジョブコーチ、手話協力員との連携 〉 

Ｄさんは、人間関係がうまくいかず、それまで勤めていた会社を退職し、新しい会社に

入った。その面接や職適に同行した手話協力員から、継続的な支援が必要ではないかとい

う意見が寄せられ、職安・会社と相談し、支援ワーカーが継続的に職場を訪問することに

なった。職場でのＤさんの様子を見ると、新しいことを覚えるのに時間がかかり、また、

一つ覚えると前のことを忘れてしまう。少しでも変わったことが起こると、どう対応して

いいかわからなくなる。などの問題が見えてきた。支援ワーカーがそれを持ち帰り、ろう

あ会館ジョブコーチと相談を重ね、Ｄさんにはジョブコーチ支援が必要であるという結論

になり、障害者職業センターで職業評価を受けた。そこでＤさんに発達障害的な傾向があ

ることがわかり、そうした視点を含めてジョブコーチ支援がスタートした。 

 

⑤〈２－（２） 精神障害者就職サポーターとの連携 〉 

「仕事中にＥさんが突然奇声を上げて怒りだした。」と会社の社長から電話があり会社を

訪問した。 

Ｅさんから詳しく聞いてみると被害妄想的な話しが多いことがわかってきた。その後、聴

覚障害者である精神障害者就職サポーターと相談し、問題が起こった時、一緒に会社を訪

問した。Ｅさんもサポーターの働きかけにたいへん励まされるようになった。以後、サポ

ーターと相談しあい、定期的に職場訪問を続けて、ワーカーとサポーターで連携した支援

を続けている。 

 

4



参考資料② 全日本ろうあ連盟 

連本第 110372 号 

2012 年 1 月 11 日 

厚生労働大臣 

小宮山 洋子 様 

 

                   〒162-0801 東京都新宿区山吹町 130 ＳＫビル８Ｆ 

                       電話 03-3268-8847・FAX 03-3267-3445 

                           財団法人 全日本聾唖連盟 

                            理事長 石野 富志三郎 

 

聴覚障害者の労働及び雇用施策への 

要望について 

 

 時下、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 日頃より、私たち聴覚障害者の福祉向上については深いご理解とご配慮をいただき、

厚くお礼申し上げます。 

 さて、国連・障害者権利条約の批准に向けて、障害当事者が参画する「障がい者制度

改革推進会議」において審議されてきた改正「障害者基本法」が 2011 年８月５日に施行

されました。 

 貴省におかれましても障害者権利条約及び障害者基本法の趣旨に基づいて更なる聴覚

障害者の雇用・就労環境の改善並びに社会参加のための施策推進をお願いしたく、下記

の通り要望いたします。 

 

記 

 

１． 障害者雇用促進法等、障害のある労働者に関する法の整備及び制定等の検討には、

聴覚障害者をはじめ全ての障害者の意見を十分に反映してください。 

 

(1)世界の障害者が「私たち抜きに私たちのことを決めないで」と採択に参画してきた障

害者権利条約です。その精神を尊重し、障害者雇用促進法の改正及び整備等を検討す

る貴省の労働政策審議会障害者雇用分科会、他関連研究会に聴覚障害者をはじめとす

る各障害当事者団体に委員を委嘱し、当事者の意見を十分に反映させてください。  

 

 （説明） 

現在障害者権利条約の批准に向けて、2010（平成 22）年 6月に閣議決定された「障害者制度改

革の推進のための基本的な方向について」に基づいて、貴省において「雇用・労働分野における

障害者権利条約への対応の在り方に関する研究会」及び「障害者雇用促進制度における障害者の

範囲等の在り方に関する研究会」が開催されています。2008 年５月 28 日以来、毎年要望をして

いるにもかかわらず、研究会に聴覚障害者団体である当連盟への委員委嘱がないだけでなく、後

述の研究会にはヒアリングにも呼ばれておりません。その根本には、聴覚障害者に深く関わりの

ある雇用・就労施策を検討する労働政策審議会障害者雇用分科会に、今まで当連盟に委員委嘱が

なされていないという問題があります。 
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当連盟は障害者施策に関する厚生労働省（福祉施策）、総務省、国土交通省等各省庁の関係会議

において委員委嘱を受け、意見を申し上げ施策に反映させていただいております。また「障がい

者制度改革」関係では障がい者制度改革推進会議だけでなく、文部科学省中央教育審議会初等中

等教育分科会「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」等に当連盟より聴覚障害当事者が委

員として出席しております。 

このように我が国においても障害者権利条約批准に向けての国内法整備の検討には当事者参画

が当然の流れとなっております。 

 しかし貴省の労働分野における審議会及び各研究会委員委嘱は障害当事者団体に広く門戸を開

けることなく限定され審議が進められている状況は、障害者権利条約の理念を踏まえた国内法整

備には程遠いものです。 

 

２．障害当事者の参画する諸会議においては、当事者が議論に参加できるよう、合理的

配慮をお願いします。 

 

（説明） 

「障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会」では、「障がい者制度

改革推進会議」等で行われているような、「発言者が挙手をして座長の氏名を受けて、氏名を名乗

ってから発言する」という基本的な運営がなされておりませんでした。このような基本的な運営

がなされていないと、障害当事者である委員は他の委員と平等に議論に参加することが難しい状

況になります。 

 障害者の雇用・就労施策を検討する諸会議の運営においても、「障がい者制度改革推進会議」に

倣い、合理的配慮をお願いします。 

 

 

以上 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名 社会福祉法人全国盲ろう者協会  

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内

に簡潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内

に記載していただくよう、お願いします。 

 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんです

か。 

まずは盲ろう者（目と耳の両方に障害を有するもの）の存在を認識し、盲ろう

者を就労支援対象者として意識して欲しい。 

   全国 22，00 人（平成 18年厚生労働省調査） 

   18 歳～60 歳の推定人数（13.2％）  2,904 人（平成 17年当協会調査） 

  当協会が平成 17 年に行った盲ろう者生活実態調査によると、盲ろう障害を受

障する前に会社員・公務員・団体職員等のサラリーマンだった者が全体の 43％を

占めていたが、盲ろう障害となってからの同職就業率は 4％に激減している。ま

た、盲ろう障害となる前の非就業率は 7％であるが、盲ろう障害となってからの

非就業率は 51％となっている。 

  このことは、各就労機関において、盲ろう障害を想定した現職復帰の支援シス

テムがほとんど構築されていないことを物語っていると言える。まずは盲ろう者

を想定した相談窓口を開設する必要がある。 

 

 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

 盲ろう者であっても、適切な通訳・介助者を配置すれば就労可能な者はかなり存

在すると見込まれる。当協会では職員 9名のうち 2名が盲ろう者である。 

  ①男性：弱視難聴、FM補聴器による音声通訳、強度の視野狭窄 

  ②女性：弱視ろう、接近手話通訳、強度の視野狭窄 

 それぞれ、職場介助者の配置によって就労を可能にしているが、同助成制度は支

給期間に限度があり、現在では配置の継続措置によって 15 年となっている。企業

努力で障害が克服できるはずがない以上、全雇用期間を通じて助成を継続していた

だきたい。 

 

 

 

資料１－３ 
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③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

現在盲ろう障害者の生活訓練を受け入れているところとして、わずかに国立障害

者リハビリテーションセンターがあるが、同センターにおいても必ずしも盲ろうに

特化した訓練システムを持っている訳ではなく、視覚障害者や聴覚障害者に対する

訓練の応用でしかない。アメリカには連邦政府の出資によるヘレン・ケラーナショ

ナルセンターがあり、盲ろう者に特化した訓練が行われている。これらの訓練事例

を参考にして、各就労支援機関とも、盲ろう者向けの生活訓練、職業訓練コースを 

整備していただきたい。 

 

 

 

 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

 障害者を雇用するためには介助者を雇用しなければならないという現在の考え

方では、企業の障害者雇用は進まないと思われる。私共は、障害者雇用をする際、

障害者と健常者の 2 名の職員を採用し、2 名のチームで 2 人分の仕事をこなしても

らうという考え方取っている。実際には 1.5 人分の仕事量になってしまうが、そこ

は介助者助成を利用することで、企業としても十分に採算がとれるはずである。 

 しかしながら、この助成制度は、残業や休日出勤部分が含まれないことや、介助

者と障害者の勤務時間が重なった部分にしか適用されないことなどの制約があり、

実際には 0.5 人分程度の助成にしかなっていない。企業にとって、何らかのメリッ

ト（ペイするメリット）がなければ、障害者雇用は進まないであろう。また、私共

のような社会福祉法人の場合、人件費や運営費は公的補助に頼らざるを得ないわけ

だが、公的補助による給与部分には助成が出ない。したがって、障害者にもっとも

理解が深いと思われる社会福祉法人にとっては非常に不利な制度となっている。こ

れら助成制度の質的改善が是非とも必要である。 

 

 

 

 

 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 



「盲ろう者生活実態調査」より 

社会福祉法人全国盲ろう者協会 

（平成 17 年 9 月実施） 

過去の職業 

 人数 ％ 

１．三療業 ５６ 18％ 

２．会社員・公務員・団体職員等のサラリーマン １３３ 43％ 

３．農林漁業・サービス業の開業（治療院を除く）・経営者 １５ 5％ 

４．芸術・芸能、その他の自由業 ７ ２％ 

５．社会福祉施設に入所・通所していた ２２ ７％ 

６．従来から現在の仕事を継続している ２２ ７％ 

７．仕事をしていなかった ２２ ７％ 

８．その他 ２４ ８％ 

 

現在の職業 

 人数 ％ 

１．三療業 ３４ 11％ 

２．会社員・公務員・団体職員等のサラリーマン １４ 4％ 

３．農林漁業・サービス業の開業（治療院を除く）・経営者 １ 0％ 

４．芸術・芸能、その他の自由業 １ 0％ 

５．社会福祉施設に入所・通所中 ３３ 11％ 

７．仕事をしていない １６０ 51％ 

８．その他 ３２ 10％ 

 

主たる所得・収入 

 人数 ％ 

１．障害基礎年金 ２４６ 79％ 

２．障害基礎年金と加給年金 ２５ 8％ 

３．老齢年金等の障害年金以外 １６ 5％ 

４．仕事による収入 ６４ 21％ 

５．財産収入 ６ 2％ 

６．年金以外の福祉手当等 ５４ 17％ 

７．仕送り等その他の収入 ３ 1％ 

８．公的扶助（生活保護） ８ 3％ 

９．所得・収入なし １５ 5％ 

10. その他 ９ 3％ 
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障害者団体に対するヒアリングについて 
 

団体名 全日本手をつなぐ育成会 

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内

に簡潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内

に記載していただくよう、お願いします。 

 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんです

か。 

求めたいのは、支援は「時間軸の流れをつなぐ線である」事を理解し捉えて頂き

たい。求職活動時の支援だけではなく、就職後の継続支援を行い、日常の安心感を

保障してほしい。 

基本は個別事情の把握に徹して頂きたい。利用者自身の個別性の把握に関して

は、システムの中軸となる個別支援計画が未熟なため、効果的に活かされていない。

求職活動をする上では、障害の有無にかかわらず一般に以下の要素が必須である。

①意欲：自分で働きたいという意欲。 

②能力：職場で求められる仕事が十分こなせるという自信。 

③夢：求職する職場が自分の将来の夢の実現。 

しかし、知的障害の場合、かなりの方が障害特性としての支援環境がない中では、

この３つを客観的に判断するのはかなり難しい。 

特に、②能力が十分ありながら、③夢が想い描けない、①意欲が湧いてこない環

境で生活する知的障害者は少なくない。知的障害者の求職活動は、一般の人のよう

な狭義の求職活動だけを指すものではなく、様々な体験・経験を積み重ね、夢を描

き、意欲がかきたてられる環境が重要である。 

就労支援機関には、地域にそのような体験機会をたくさん作り、多くの知的障害

者に、今まで考えてこなかった夢や意欲をかきたてる努力をしてもらいたい。 

またハローワークなどの仲介業務にあたる機関には、企業体験実習の情報提供を

お願いしたい。企業にも積極的に「体験実習の場の提供依頼」をして頂きたい。 

就労移行支援を進める際には、企業との面接や雇用前提実習時など「本人所属事業

所」と企業との良好な関係性を保つための支援をお願いしたい（＝所属事業所と企

業とのパイプ役を担ってほしい）。企業情報、求人情報などを積極的に提供してほ

しい。 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

定着支援としては、一日でも長く本人の生産力（存在価値）が、職場で活用され

るための視点が必要である。安定した就労継続ができるようバックアップする移行

支援事業所による定着支援には限界がある。受入れ企業には、アフターケアを移行

資料１－４
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支援事業所と協力して行うとして、求めたいのは次の点である。 

①職場で働く様子や環境、労働条件を継続的な観察・把握する相談支援員（地域生

活の福祉サービスのみの知識しかない相談員では役に立たない）。また、定期健康

診断だけでは把握が難しい、些細な心身の健康状態の変化を察知できる専門性をも

った相談支援員の配置。 

②企業の上司・同僚と良好な関係が保てる、コミュニケーション能力の高い相談支

援員の配置。企業の雇用管理に関わる人に、障害特性や企業としての配慮事項を繰

り返し、無理なく伝えられる人材の確保。 

③一般就労している知的障害者向けの定期的イベントやレクレーショナルな活動

の企画・運営。 

③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

本人・家族・就労移行支援事業所の立場からは、就労支援機関には、求人情報な

どの企業情報を積極的に提供してほしい。特に就労を目指す上で、就労移行支援事

業を利用するまでも無いような方が訓練を活用する場合、例えば４ヶ月位の短期訓

練が必要な場合の短期訓練箇所の提供をプログラムとして活用可能にしてほしい。

また生活支援と就労支援の殆どが就労支援機関に混在している状況なので、分離

を目指して体制を強化していただきたい。これは今後構築される事が期待される相

談事業と自立支援協議会の課題と考える。その際、一般就労する知的障害者を支援

育成する気概のある事業所、一般就労している知的障害者の実態を把握し、長期間

支援をする事業所の創出に心がけて頂きたい。 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

雇用の底上げを図るには、移行支援事業所、就労支援機関、行政、教育、産業等

の実務的な連携が必要かつ有効となる。就労支援機関にはその意識を認識し、かつ

具体的実践をお願いしたい。裾野を広げてさまざまな就業先を拡充して行くには、

公的機関の支援が特に重要である。 

また法定雇用率によりえられる雇用を広げる視点では、雇用率の算定方式をより

柔軟にする事が入り口の裾野を広げる上では重要である。例えば、週２０時間未満

の就労形態も新たな雇用率の算定にする等。１日２時間×５日／週＝１０時間／

週、このような就労者が２人働くことで、「ポイント累積方式」として、企業の雇

用率算定としてカウントする方式など。精神の方が１日２時間以上働けない場合で

も、複数で働くことで、実績労働時間数の算定となる方式などである。 

一方で、相互扶助の視点での、働く機会の確保や社会参加を促進する視点も重要

なため、地域に種をまく視点で様々な取り組みを広げて行く必要がある。その際「合

理的配慮」は障害者の雇用における機会均等を保障するための基本原理であり、企

業はもちろんのこと社会全般に、障害特性ゆえに合理的配慮に基づく適切な環境調

整が必要である事の啓発・啓蒙もあわせて行うべきである。 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名 社会福祉法人日本身体障害者団体連合会 

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内

に簡潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内

に記載していただくよう、お願いします。 

 

① 求職活動を行うに当たって各就労支援機関に求めること（支援等）はなんです 

か。 

１．ハローワークが中心となるチーム支援(障害者就労支援チーム)は本来、労働行

政が中核となり実効性の高いものが望まれる。支援の実効性を高めるため、関連

諸機関に地域企業関係者の参画は必要であり、また、障害者の生活維持の一助と

して障害の多様化に対応するため医療関係者の参画と協力も不可欠と考える。 

２．産業構造の変化とＩＴ関連職種の多様化など、企業の種類・職種の変化等に対

応できるよう、地域障害者職業センターのジョブコーチの多様化が望まれる。 

３．障害者就業・生活支援センターは障害保健福祉圏域内全てに設置されておらず、

また、地域障害者職業センターは各都道府県 1、2 ヵ所の設置状況で、これら就

労支援関係機関の拡充が望まれる。さらに、地域障害者職業センターは県により

広狭があり 1ヶ所では十分な機能を果たせず、両センター間の連携も十分ではな

いと考える。 

４．就労移行支援事業は、障害者が地域で生活する基礎となる場であり、支援対象

者の把握、受入等に関して重要な役割を持つものである。就労移行支援事業に携

わる者は、地域内の障害者の現状把握と支援提供は確実に行って欲しい。 

５．特別支援教育機関において、職業訓練的要素を取り入れた就労の可能性を高め

る授業等を充実させる。また、特別支援教育の高等部については、企業等との連

携を図りながら職業的訓練を行うようにする。 

６．身体障害者相談員制度の活用を図り、地域内の障害者の情報を就労移行事業者、

ハローワーク、企業等と連携を取り、情報提供等できる体制作りが望まれる。 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

１．地域内で生活の場を確保し、安定的に企業就労するためには、通勤可能な場所

での生活ホーム等の生活支援の場の拡充が望まれる。 

２．企業の経営問題、企業内で職種転換等により継続雇用が困難になった場合、ハ

ローワーク等が率先して職種転換訓練を行うような体制作りを強化し、雇用喪失

に陥ることを未然に防ぐ方策をきめ細かに立てる。 

３．企業に雇用されている障害者に対して安定的雇用を進めるためにも、職場内で

の問題に関する相談業務を含めた支援を障害者就業・生活支援センター等と連携

資料１－５ 



2 

し、随時行える体制一層の強化が望まれる。 

４．企業内の勤務等で様々な問題が起きた時、特に処遇等に関しての場合等、中小

企業の財政的負担軽減という利点から、労務関係業務の専門職、例えば社会保険

労務士等の参画を可能とする障害者就業・生活支援センター等が求められる。 

５．また、障害者・生活支援センターに企業からの各種相談業務(法律的相談、医

療福祉関係相談等)にも応じられる体制作りが望まれる。 

 

③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

１．地域内の企業に対しての求人情報の相互交換等のシステム作りが望まれる。既

存の障害者就労支援チームよりも雇用を課題に特化した組織が必要と考える。ま

た、その組織体制には地域自立支援協議会の参加を検討することも必要である。 

２．就労移行支援事業を業務としている施設について、運営優先の視点ではなく、

施設の役割＝企業雇用へ移行の推進＝を主体とした業務運営が望まれる。 

３．企業雇用から加齢・高齢化や職業能力低下により離職を余儀なくされる障害者

に対して、就労移行支援事業・就労継続支援事業に携わる施設は企業との連携を

取り受入体制を検討する等、雇用から就労へのソフトランディングのための体制

作りが必要である。 

 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

１．障害者雇用促進には、就労移行支援業務施設との連携は不可欠だが、企業が企

業内に就労移行施設業務を行う場をつくり、当該企業に適した職業能力付与を行

い、現行の(身体障害者)障害者福祉工場と同様に雇用し、これを雇用促進法上の

特例子会社同様に当該企業の実雇用率に算入するような制度改正が望まれる。ま

た、加齢や障害の進行重度化等により、従前の職場・職種での雇用が困難になっ

た時、定年まで継続雇用し、生活の安定を図れる仕組みを検討して貰いたい。 

２．雇用納付金を原資にしている多くの助成金は事業主に対するものであるが、最

低賃金レベルにまで加算できるような賃金補填的な助成金制度を考慮・検討して

貰いたい。企業にとっても雇用促進の動機作りとなると考える。 

３．職種の変化の激しい昨今、障害の程度、様態又は就職後の身体的機能等の変化

により従前の職場への勤務が困難になった場合等、在宅勤務の体制を企業側が用

意し、従前同様の処遇を維持し、離職に至らない体制作りの構築が求められる。 

４．医療的対応が必要な身体障害者で正規社員ではない場合でも、就業規則等の適

切な緩和策を講じ、医療サービスを受ける場合に不利益が生じないようにする。 

５．職業能力開発校での訓練には手当が支給され、就労移行支援事業施設では利用

料が徴収されるといった支援間の差異は解消する。 

６．障害者権利条約批准に向け、国民的な理解として各就労支援機関及び企業等に

おける「合理的配慮」に対する十分な理解・啓発を図ることが望まれる。 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名  一般社団法人日本発達障害ネットワーク    

 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんです

か。 

・ハローワークの一般窓口において、発達障害の特性を踏まえた職業相談・職業

指導を行うことが必要である。就職支援ナビゲーターは有効な施策と考えているの

で、今後も適切な配置を拡充すると共に専門性の向上を図って欲しい。 

・「発達障害者支援センター」の設置により各地で発達障害者支援の取り組みが進

んできているが、センターによっては就労相談機能が弱い所があるので、就労相談

のレベルアップをして欲しい。 

・高等学校、専門学校、大学等から雇用就労への移行で躓く発達障害者が多い。高

等学校、専門学校、大学等の就職支援部門に対して、発達障害者の就労支援に係る

研修を行って欲しい。 

・働きたいという本人の意欲に対して、いますぐに就職に結びつかない人たちには、

生活の質の向上をまず手助けする必要がある。障害者就業・生活支援センターなど

においての生活支援が求められるが、そのための人材を確保して欲しい。 

・発達障害のある人にとって、自分の障害特性を理解したり、適した職業を発見す

るために、仕事を経験することは重要である。企業が実習を受け入れることに対す

る支援を充実させて欲しい。また、体験実習にもジョブコーチを活用できるように、

ジョブコーチ制度を柔軟に運用できるようにして欲しい。 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

・早期離職を防ぐためには、ハローワークの一般窓口において、発達障害の特性を

踏まえた職業相談・職業指導を行ったうえで、職業紹介を行うことが必要である。 

・職場の状況(本人と周囲との関係)を日頃から把握し、問題が深刻になる前に双方

に手が打てる態勢を作る。そのための現場巡回を適宜行うなど、支援機関と企業の

継続的なつながりが必要である。その際に、人事や総務などの雇用の窓口へのヒア

リングだけでなく、直接働いている現場の生の状況把握が重要である。ジョブコー

チの継続利用、フィールドワークを可能にする協力員などの配置が求められてい

る。そのような人員の配置は、雇用側への支援にもなる。(合理的配慮) 

・働き続けるためには、職場全体での発達障害に対する理解が不可欠であるが、ま

だまだ発達障害の理解は進んでいないため、仕事場で不安を抱えている当事者も尐

なくない。発達障害者雇用企業に対しても、人事や総務等の雇用窓口部門をバック

アップするなどして、企業全体に対する発達障害に係る普及啓発を推進して欲し

い。 

資料１－６ 
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・身近な地域での就労相談と就労支援を充実して欲しい。障害者就業・生活支援セ

ンターが発達障害者に対して適切且つ丁寧な就労相談、就労支援、生活支援を行え

るように、障害者就業・生活支援センターの職員を拡充すると共に、発達障害に係

る専門性の向上を図って欲しい。 

・学校教育から職業生活への移行をスムーズに行う上で、就労移行支援事業は重要

な社会資源である。発達障害に関する専門性をもった就労移行支援事業、発達障害

のある人が利用しやすいプログラムと雰囲気をもった就労移行支援事業を増やし

て欲しい。 

 

③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

・企業に対しては雇用義務制度が現状ではもっとも有効な政策である。障害者雇用

に積極的な企業の応援と共に、義務を果さない企業への適切な圧力が必要である

(公表など)。 

・企業にとって、まだまだ発達障害の理解は進んでいない。企業に対する発達障害

に係る普及啓発を続けて欲しい。また、障害者雇用は、業績上も、企業文化維持の

ためにも有効であるという実績を広く周知して欲しい。 

・発達障害者雇用開発助成金のような、手帳の取得に係らない発達障害の診断を受

けていることを条件とする雇用促進施策を拡充して欲しい。 

 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

・企業就労だけに頼らず、働きたい・働く能力のあるすべての人に能力に応じた働

く場があること、働くことを通じて社会との関わりを持つ機会を用意することを政

策の基本にして欲しい。 

・発達障害者に対する職域開発が始まったばかりで、発達障害者の特性を生かした

雇用事例もまだまだ尐ない。最近、職業リハビリテーションでは、発達障害者を対

象にした事務職の訓練も行われるようになってきているが、発達障害者の特性に応

じた職域開発を一層推進して欲しい。 

・就労困難状況にある発達障害のある人は、仕事に対する具体的なイメージを持て

ていないことが多く、経験が不足しがちである。縮小しつつある労働市場を鑑みる

と、段階的な就労体験の場＝中間労働市場（競争労働と福祉の中間）での体験が必

要であると考えている。体験を経た後には、一般就労に近い環境での従事は可能と

考える。 

・地域生活支援の一環として就労支援があると考えれば、働く障害者の生活面の支

援(グループホーム、余暇活動等など)も欠かすことが出来ない重要な点であるが、

就労している障害者に対する支援策が非常に希薄である。今後は、障害者就業・生

活支援センターなど、地域の支援機能の強化を図り、フォローアップも含めて継続

した支援をきちんと提供出来るようにすることが大切である。 

以上、ご協力ありがとうございました。 



2012.02.14 参考資料 

「地域の就労支援の在り方」に関する意見 

一般社団法人日本発達障害ネットワーク 

 

【JDD ネット正会員団体】 

■ＮＰＯ法人 アスペ・エルデの会（理事長 辻井正次） 

○支援機関に求めること 

ジョブコーチ（支援機関）と企業との継続的なつながりが必要です。 

 JC は就職し一定期間過ぎると来なくなります。その後、トラブルが起きても本人も企業もどこにも相

談せず解雇になるケースもあります。数年働くと職場の人員構成も変わってくるので、周囲の理解がな

くなり、トラブルも出やすくなります。一方で定期的に理由を作り、新規で何度もジョブコーチがつい

てくれることで仕事が安定している人もいます。 

○企業に求めること 

・企業のジョブコーチなどの有効な活用が求められると思います。 

 企業は障害者雇用で本人も支援機関もジョブコーチを付けたいという要望を断るところがあります。

結果、正規雇用すると言われながら解雇されることになります。 

・企業の障害特性など理解と対応が求められると思います。 

 企業実習では、「これならここで働いても大丈夫だね」という評価をもらっていても、突然来る本社

の管理職の人が「こんなもの置いておくな!」と言われ、パニックになりそのままそこの実習は 中止

になるケースがあります。 

 もう一つは、宿泊施設の清掃で、お客が財布を忘れていったことがあり、掃除に邪魔だと思い自分の

ズボンのポケットにしまって掃除をしていたら泥棒にされそのまま解雇にされたケースもあります。上

司とペアで働いて、上司も財布の事を知っていたのですが、何も指示がなく本人が一度片付けて後で上

司に渡そうとしていました。 

 企業側のちょっとした理解や配慮によって働く機会が左右されます。 

・地域で就職したくても、地方の場合はハローワークや職業センターでも仕事はありません。と言われ

るだけです。都市部に出ようとすると交通費がかかり就職条件に合わなくなることや、グループホーム

を利用するなど考えても、給料と生活費を考えると余暇活動はできなくなるということもあります。 

○その他 

・一つは地元で就職できるような取り組み、もう一つは一人暮らしの可能性や所得の保障（障害基礎年

金が出ない人たちで一人暮らしをしながら障害者雇用で働くケースはお金が残らない）ということも課

題になると思います。 

 

■社団法人日本自閉症協会（会長 山﨑晃資） 

設問 

1)求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること(支援など)はなんですか。 

2)企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること(支援など)はなんですか。 

3)1及び2のほか、各就労支援機関に求めること(支援など)はなんですか。 

上記設問について意見を出すに当たっては、その前提として以下のような状況があることをまず申し述べたい。 
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○発達障害がある人もしくは発達障害があると思われる人の就労の状況 

現在の障害者自立支援法の下で、確かに全体としての障害者雇用促進の動きは認められ、障害に関する知識の普

及・啓発もなされてきているが、その一方で、とかく本人をこの法制度に当て嵌めるべく「障害者にする（診断さ

せる、手帳をとらせる）動き」になりがちである。そして本人に障害受容させることを支援と取り違えることにな

り、高機能広汎性発達障害（HPDD）の人などは特に、それを強いることで支援から切れてしまう（自ら切ってしま

う）人が増えることにもつながっている。これは発達障害の人たちに対して、皮肉にも現状の就労支援の仕組みそ

のものが、就労から排除の方向へと（権利擁護でなく差別へと）バイアスをかけることになってしまっている例が

少なからずあるということである。 

また単純に、障害特性を雇用者側に伝えれば支援につながるというものでなく、その人の生きにくさや人として

の特性が外側から分かりにくいこと、発達障害といっても個々に異なること、ときには支援者をはじめ職場の上

司・同僚など本人に関わる周囲の人からの無理解や誤解も、本人にとって大きな障壁になり得る。単なるマニュア

ルでは支援が進まない。関係性の中で、本人が疲弊し、本人に関わる周囲の人も疲弊しやすいという現状がある。 

以下、具体的なケース(特にHPDDの人の状況)を事例として挙げる。 

① 発達障害の診断があり、自らも障害特性を自覚しながら一般就労している場合で、雇用者側にその内容を伝え

配慮を求めるが、理解や支援が得られないケース 

 このケースが職場内で苦慮している内容に、「健常者として働くか、障害者として働くか」を求められたり、「休

職し病気を治してくるか、訓練を受けるように」と指導されたり、「この仕事は合わないからと退職を」と迫られ

たりなど、職場で人と相談できる関係になく本人が追い詰められているということがある。支援者はいるが、外部

で本人に関わるのみで、雇用者側に関わることができにくい。本人と雇用者側の直接的なやりとりになるので、本

人が言葉で説明ができない、話ができず“やりとりにならない”状況になりやすく、相互にずれてしまう。支援者

などの第三者が本人の代弁、本人と雇用者側の橋渡し役になれば、そこまでこじれずに済むのかもしれないが、そ

れができていない。 

② 障害者雇用であっても理解がなく、支援もないケース 

 本人が自分の障害について、特性や得手不得手（コミュニケーションが苦手、状況の判断ができないなどそれが

障害によるものであること）を雇用者側に伝えていても、理解されない。「それは社会人として常識」と出来るこ

とが当たり前であると指摘される。出来ないという特性が分かってもらえない、出来ないことが現れにくい職場状

況もあるので、雇用者側が支援を求めないため、支援者がそこに介入できない。雇用者側の感覚として、支援とい

うより指導・介入と受け止めがちである。そこで支援者は、職場状況が変わらない中、外部から本人を支持し、気

持ちの受け手となるのみである。その一方で、区市の就労支援センターなどで、地道に関わり続けている支援者も

いる。その支援者側の感触としては、雇用者側に向けて、その苦労を共有するなど、むしろ伴走する姿勢から雇用

者側に関わることの必要性を感じている。 

[意見] 

発達障害者にかかわる就労支援は、いくつかの層に分かれた支援が必要である。 

基本層は、当事者の発達過程において形成されたパーソナリティの特性を理解し信頼関係を形成するための支援

であり、これは家庭および生活介護事業所などの「居場所」から、就労支援につなぐ介護層である。 

次に、さらにステップを上げて当事者の能力を発揮できる作業場所を確保する。ここで人間関係の安定と当事者

の特性に適切な作業種目が選択できる条件整備が必要である。この部分が現在の法制度下で不足している部分であ

る。 

さらにここから実習を経て、他の就労支援事業所などの福祉的就労や、整備された労働環境としての特例子会社、

一般企業での障害者雇用へと進む体制整備の中で、就労してからも引き続き職場の中に入り込む形でのサポートや、
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場合によっては、そうした従来の就労のかたちに拘ることなく、上記の本人にあった作業内容や適切な支援の受け

られる作業場所に居続けられる選択の出来るような、多様な活動形態を保障することも求められる。 

以下、各設問に対する意見を述べる。 

1)求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること(支援など)  

発達障害者は、特に想像力の障害をもつために、就労のイメージを具体的に描けていない場合が多い。具体的に

は、現場に同行したり、仕事の流れを実際にみたりという相談を具体的に行うことが、一般の知的障害の就労支援

より濃密に関わってもらいたい部分である。従って相談というよりは、就労支援機関は、本人の立場に立って分か

り易い具体的な提案を本人に対して行う事が必要である。 

2)企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること(支援 など) 

一般企業での発達障害者への受け止め方としては、「仕事のできなさが明らか、変わらない。対人関係面で周囲

の人とのトラブルが絶えない」などが困っている内容として挙げられ、その人が診断のない場合などは「本人に認

識させるには、受診させるには、どうしたらいいか」といった相談になっていくケースが多い。この場合、受診は

本人には障害を認識してもらうためであり、同時に周囲の社員にはその人に障害があるため仕事ができないことや、

配慮が必要なことを納得させるために行いたいということである。中には、どうにかその人の雇用を継続するため

に、周囲の人による対応の仕方を知りたいと、本人への理解を示す雇用者もあり、疲弊しながらも発達障害の人た

ちに付き合っているケースもある。こうしたケースは中小企業にあることが多く、未診断のため障害者雇用のカウ

ントにならないことから制度的にも何も得られないので、まずは、少しでも補助金などの金銭的支援制度が必要で

ある。 

また直接本人と共に働く周囲の人への支援が現状では皆無であるので、企業内で決まった人が個人的に抱え込み、

孤立し疲弊しやすい。企業内だけで対処しているため、周囲としてはすでに配慮しているにも拘わらず、本人には

それでも仕事がしにくいことになっていて、その努力が実を結んでいないことも多い。その苦労を分かってもらえ

る人の存在が企業内にいない、対応の工夫に限度があるなど、本人に関わる人への支援が必要である。ジョブコー

チ等支援制度があっても、外部機関の介入を受け入れない企業も多い。このように発達障害で就労した人が継続的

に仕事を続けるためには、発達障害を理解した第三者による継続的なフォローが必要である。能力的にある程度の

レベルがあると、①仕事はできるが、職場での人間関係を誤解してしまい、仕事以外の部分で混乱する。②与えら

れた仕事をこなせるので、要求水準を高くしすぎて急に困難性が増す。などがよくある。また慣れてくると職場の

人達も、発達障害をもつ人の困難性に対して無自覚になりがちである。自閉症・発達障害の人の就労についての安

定は、仕事を増やしたり、変えたりする時は、慎重な配慮が必要である。またそのことに相談にのっていくような

継続的なフォローも求められている。 

3)1及び2のほか、各就労支援機関に求めること(支援など) 

すべての発達障害者にとっての望ましいゴールが一般就労であるといった一元的な価値観だけで法制度を作る

のではなく、多様な「働く」形態を認め、それに見合った場の提供自体の法制度化が望まれる。そしてそれを提供

する主体として求められるのが、発達障害者を理解している支援者とその所属機関である。現状では、一般就労（障

害者就労）か福祉就労（B型就労支援事業）かどちらかの選択肢しか事実上なく、その内容はさまざまだが、それ

ぞれに求められる枠がHPDDの人には不適応となることが多い。そこで、柔軟に対応していく場（居場所、余暇支

援、ミニワーク）の提供ができるように、既存の福祉機関が多様に対応することが求められる。また、そうしたこ

との試行事業に対する補助金等の支援を、長期的に実施するような法制度も必要である。 

また、たとえ障害者雇用に伝統のある企業でも、HPDDの人達は一般知的障害者の雇用と同様に対応した時に、混

乱が生じる。知的障害の雇用での経験だけで対応すると定着支援が難しくなることもあるので、HPDDの就労の固有

性を職場の人達に理解してもらう啓発的な活動も必要である。 
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【JDDネットエリア会員団体】 

 

■IJの会（板橋区発達障害児者親の会）（代表 鈴木正子） 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

地域の就労支援機関における発達障害の専門家の配置。 

各就労支援機関で実質的に就職訓練を行う場と指導者の確保。 

具体的には以下のようなことです。 

１）孤立している発達障害者を就労支援機関に通わせる仕組み 

２）地元企業とのネットワークをつくれる人および新規職場を開発する人材 

３）企業が求めるものに対して不足するものを身につけるための研修施設 

４）面接場所の合理的配慮 

人ごみが苦手、騒音に耐えられない人に対して、安心させるため支援者がついていくなど合理的配慮 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

１）職場の人や環境で問題が生じたときの介入 

２）企業と家庭とを繋ぐサポート 

企業側の要求、本人の対応に関して企業と家庭を中立的に配慮できる相談窓口。定期的に就労先に出向

いて様子を見たり、パワハラがないかを継続的に見守る制度。 

 

■にいはまローズ（代表 佐々木昌子） 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

・情報は学校を通じてしか知ることが出来ず、中には古い情報もあるので、定期的に情報の提供をして  

ほしい。（支援学校保護者） 

・情報が開示されている場所、就労支援機関の名称も保護者の中には把握できていない人がたくさんい

る。市の広報やインターネットを通じて各事業所や企業の情報、ハローワークの障がい者雇用枠をお

しえていただけるとありがたい。 

・通常学校を卒業後就労支援を受ける場合、まずどこに相談してよいかがわからない。  

 ② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

・本人の能力や適性に応じた仕事ができるようジョブコーチを配置して欲しい。 

・本人が悩み事を相談できるようなカウンセラーがいると安心できると思う。 

・就労後も定期的に企業を訪問し、就労先の障がい者に対する理解の確認をしたり、さら 

 にステップアップができるように見守る体制、ジョブコーチの存在。 

①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

・就労してからのつまづきを軽減し、各就労支援機関の受け入れ体制を整えるために、試用期間を制定

する。 

・就労に際してのマナー講座（面接練習など）の実施。 

 

以上 

4



2 0 1 2 . 0 2 . 1 4  

一 般 社 団 法 人 日 本 発 達 障 害 ネ ッ ト ワ ー ク  

 

地域就労支援のあり方に関する研修会ヒアリング資料  

 

■ Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 全 国 Ｌ Ｄ の 会      

「 教 育 か ら 就 業 へ の 移 行 実 態 調 査 」の 結 果 ～ 全 国 Ｌ Ｄ 親 の 会・会 員 調 査

結 果 ～ 」 の 概 要   

    

ⅠⅠⅠⅠ     は じ め には じ め には じ め には じ め に     

全 国 Ｌ Ｄ 親 の 会 で は 、200 3 年 、20 0 6 年 、20 0 9 年 に 加 盟 団 体 の 18 歳 以 上（ 高

卒 相 当 ） の 子 ど も を 持 つ 会 員 を 対 象 に 会 員 調 査 を 実 施 し た 。  

3 時 点 で の 主 な 調 査 項 目 は 、性 別 年 齢 等 の 基 礎 情 報 、支 援 制 度 の 利 用 状 況 、

後 期 中 等 教 育 ・ 高 等 教 育 の 状 況 、 移 行 の 状 況 、 現 在 の 状 況 、 生 活 の 状 況 等 で

あ る 。 各 調 査 の 調 査 期 間 、 回 答 数 、 回 収 率 は 、 表 １ に 示 し た 。  

表 １  調 査 期 間 と 回 答 数  

  調 査 期 間  有 効 回 答 数  回 収 率  

20 0 3 年 調 査  20 0 3 年 10 月 ～ 12 月  2 5 2  5 1 . 2 %  

2 0 0 6 年 調 査  20 0 6 年   4 月 ～  ７ 月  43 0  6 6 . 8 %  

2 0 0 9 年 調 査  20 0 9 年 1 1 月 ～ 20 1 0 年 1 月  5 2 7  4 8 . 8 %  

 

ⅡⅡⅡⅡ     対 象 者 の 概 要対 象 者 の 概 要対 象 者 の 概 要対 象 者 の 概 要     

1111． 人 数 ・ 年 齢． 人 数 ・ 年 齢． 人 数 ・ 年 齢． 人 数 ・ 年 齢     

年 齢 構 成 は 3 時 点 と も 19 歳 、 20 歳 が 中 心 で 、大 き な 違 い は な い が 、 30 歳

以 上 の 割 合 が 200 3 年 調 査 （ 5 人 /2 5 2 人  2 . 0 %） 、 20 0 6 年 調 査 22 人 /4 3 0  人  

5 . 1 %）、 20 0 9 年 調 査（ 51 人 /5 2 7 人  9 . 7％ ）と 増 加 し て い る 。男 女 比 は 、い

ず れ の 調 査 時 点 も ４ ： １ で あ っ た 。  

    

2222． 教 育 歴． 教 育 歴． 教 育 歴． 教 育 歴     

義 務 教 育 終 了 時 に 選 択 さ れ た 進 路 で 、特 別 支 援 学 校 を 選 択 し た 人 の 割 合 は 、

200 3 年 調 査 11. 1 %（ 28 人 /2 5 2 人 ） 20 0 6 年 調 査 16. 0 %（ 69 人 /4 3 0 人 ） で は 増

加 し て い た が 、 20 0 9 年 調 査 15. 7 %（ 83 人 /5 2 7 人 ）で は 200 6 年 調 査 と ほ ぼ 同

じ 比 率 で あ っ た 。  

大 学 、短 大 、専 門 学 校 等 の 高 等 教 育 を う け た 人 は 、200 3 年 調 査 48. 0％（ 12 1
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人 /25 2 人 )、 20 0 6 年 調 査 53. 0％ ( 2 2 8 人 /4 3 0 人 )、 20 0 9 年 調 査 52. 6 %  ( 2 7 7 人

/5 2 7 人 )で 、 3 時 点 と も あ ま り 差 が な く 5 割 前 後 で あ っ た が 、 大 学 に 進 学 す

る 人 の 割 合 は 200 3 年 調 査 30%（ 36 人 /1 2 1 人 ） 、 200 6 年 調 査 37%（ 84 人 /2 2 8

人 ） 、 200 9 年 調 査 46%（ 12 8 人 /2 7 7 人 ） と 増 加 し て お り 、 教 育 を う け る 期 間

が 長 く な っ て い る 。  

 

3333． 診 断 ・ 判 定． 診 断 ・ 判 定． 診 断 ・ 判 定． 診 断 ・ 判 定     

2 0 0 9 年 調 査 で は 、 診 断 ・ 判 定 の あ る 人 は 48 6 人 、 診 断 ・ 判 定 の な い 人 は 41

人 で あ っ た 。 Ｌ Ｄ 29 . 6 %（ 1 5 6 人 / 5 2 7 人 ）， 高 機 能 自 閉 症 （ ア ス ペ ル ガ ー 症 候 群

含 む ）30 . 6 %（ 1 6 1 人 / 5 2 7 人 ），そ の 他 の 広 汎 性 発 達 障 害 30 . 7 %（ 1 6 2 人 / 5 2 7 人 ） 、

知 的 障 害 26 . 6 %（ 1 4 0 人 / 5 2 7 人 ）、 Ａ Ｄ Ｈ Ｄ 10 . 8 %（ 5 7 人 / 5 2 7 人 ）  で あ っ た 。

な お 、 診 断 ・ 判 定 に つ い て の 回 答 は 、 複 数 回 答 で あ る た め 回 答 数 は 延 べ 71 7 人

で あ り 、 実 数 で あ る 全 体 52 7 人 の 1.3 6 倍 に な っ て い る 。  

 

4444 ....     支 援 制 度 の 利 用支 援 制 度 の 利 用支 援 制 度 の 利 用支 援 制 度 の 利 用     

障 害 者 手 帳 の 取 得 者 の 割 合 が 、 200 3 年 調 査 48. 8 %（ 12 3 人 /2 5 2 人 )、 20 0 6

年 調 査 54. 4 %（ 23 4 人 /4 3 0 人 )、 20 0 9 年 調 査 66. 6 %（ 3 5 1 人 /5 2 7 人 )と 調 査 年

ご と に 増 加 し て い る 。6 年 間 で 約 18％ の 増 加 で あ る 。手 帳 の 種 別 は 、療 育 手 帳

を 取 得 し て い る 人 が 半 数 を 占 め て い る 。 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 を 取 得 し て い

る 人 の 割 合 は 少 な い が 、 2 0 0 3 年 調 査 （ 1.6 % )、 2 0 0 6 年 調 査 (3. 3 %） 、 20 0 9 年

調 査 （ 13 . 1 %） と 調 査 年 ご と に 増 加 し て い る こ と が 注 目 さ れ る 。 ま た 、 障 害 者

手 帳 （ 判 定 含 む ） の 取 得 年 齢 に つ い て は 、 20 0 9 年 調 査 で 取 得 者 35１ 人 （ 1 人 未

回 答 ）の う ち 、18 歳 未 満 で の 取 得 50 %（ 1 7 7 人 / 3 5 1 人 ）、18 歳 以 上 で の 取 得 49 %

（ 1 7 3 人 / 3 5 1 人 ） で 、 ほ ぼ 同 じ 割 合 で あ る が 、 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 に つ い

て は 、 18 歳 以 上 で の 取 得 が 9 割 近 く （ 62 人 /6 9 人 ） に 及 ん で い た 。  

    

5555 ....現 在 の 状 況現 在 の 状 況現 在 の 状 況現 在 の 状 況     

「 現 在 の 状 況 」 を 以 下 の 7 つ に 分 類 し た 。  

学 校 在 学 中 ： 大 学 、 短 大 、 大 学 院 、 専 門 学 校 等 に 在 学 。 各 種 学 校 、 高  

校 在 籍 、 学 校 種 別 不 明 を 含 む 。  

就 業 ・ 一 般 ： 雇 用 保 険 の 基 準 ラ イ ン で あ る 週 20 時 間 以 上 一 般 事 業 所  

等 で 勤 務 。  

就 業 ・ 障 害 ： 障 害 者 手 帳 を 利 用 す る な ど 雇 用 対 策 上 の 特 別 な 支 援 を  

      得 て 週 20 時 間 以 上 一 般 事 業 所 等 で 勤 務 。  
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パ ー ト ： 週 20 時 間 未 満 一 般 事 業 所 等 で 勤 務 （ 障 害 者 手 帳 利 用 も 含 む ） 。  

授 産 ・ 作 業 所 ： 就 労 移 行 支 援 事 業 、 就 労 継 続 支 援 事 業 所 Ａ 型 ・ Ｂ 型 、  

授 産 施 設 ・ 作 業 所 （ 旧 体 系 ） な ど に 通 所 。  

職 業 訓 練 ： 障 害 者 職 業 能 力 開 発 校 、 公 共 職 業 訓 練 校 等 で の 職 業 訓 練 。  

在 宅 ： 所 属 な し 。 ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 、 入 院 中 等 を 含 む 。  

 

「 就 業 ・ 障 害 」 （ 障 害 者 手 帳 を 利 用 す る な ど 雇 用 対 策 上 の 特 別 な 支 援 を 得 て 週

20 時 間 以 上 一 般 事 業 所 等 で 勤 務 ）は 調 査 年 度 ご と に 増 加 し て お り 、20 0 3 年 調 査

17 . 9 %（ 4 5 人 / 2 5 2 人 ） 、 20 0 6 年 調 査   2 1 . 9 % ( 9 4 人 / 4 3 0 人 )、 20 0 9 年 調 査

29 . 0 % ( 1 5 3 人 / 5 2 7 人 )で 、6 年 間 で 約 10％ 増 加 し て い る 。一 方 、「在 宅 」は 、20 0 3

年 調 査 11 . 1 %（ 2 8 人 / 2 5 2 人 ） 、 20 0 6 年 調 査 12 . 3 % ( 5 3 人 / 4 3 0 人 )、 20 0 9 年 調 査

13 . 9 % ( 7 3 人 / 5 2 7 人 )で 、発 達 障 害 者 支 援 法 施 行 以 降 も そ の 比 率 は 微 増 し て い る 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1    2 0 0 3 年 ･ 2 0 0 6 年 ･ 2 0 0 9 年  現 在 の 状 況 の 比 較  

 

ⅢⅢⅢⅢ     就 業 の 状 況就 業 の 状 況就 業 の 状 況就 業 の 状 況     

具 体 的 に 働 き 方 は ど う 変 わ っ て き て い る の か 、「 就 業 ・ 一 般 」（ 一 般 扱 い の 雇

用 ）、「 就 業 ・ 障 害 」（ 障 害 者 雇 用 ）の 働 き 方 の 状 況（ 雇 用 形 態 、仕 事 の 内 容 、

就 業 条 件 、 就 業 継 続 ） を 3 時 点 で 比 較 し た 。  

    

1 .1 .1 .1 .雇 用 形 態雇 用 形 態雇 用 形 態雇 用 形 態     

「 就 業 ・ 一 般 」、「 就 業 ・ 障 害 」 で 仕 事 を し て い る 人 の 雇 用 形 態 を 正 社 員 、 正 社

員 以 外（ 準 社 員 、契 約 社 員 、嘱 託 社 員 な ど ）、パ ー ト（ 週 30 時 間 以 上 ）、パ ー ト
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（ 週 20 時 間 以 上 30 時 間 未 満 ）、 そ の 他 （ 見 習 い ） に 分 け た 。  

「 就 業 ・ 一 般 」で は 、フ ル タ イ ム で の 雇 用（ 正 社 員 と 正 社 員 以 外 ）は 20 0 3 年 調

査 57 %  ( 2 8 人 / 4 9 人 )、 20 0 6 年 調 査 59 %（ 5 0 人 / 8 5 人 ） で あ っ た が 、 20 0 9 年 調 査

で は 、 76 %  ( 6 7 人 / 8 8 人 )  に 増 加 し て い る 。 い ず れ の 調 査 時 点 で も 正 社 員 で の

雇 用 が 最 も 多 く 、 20 0 9 年 調 査 で は 正 社 員 は 60 %（ 5 3 人 / 8 8 人 ） で あ っ た 。  

厚 生 労 働 省 の 平 成 21 年 度 （ 20 0 9 年 度 ） 若 年 者 雇 用 実 態 調 査 に よ る と 若 年 労

働 者 の 就 業 状 況 を 就 業 形 態 別 に み る と 、正 社 員 が 68 . 3％ 、正 社 員 以 外 の 労 働 者

が 31 . 7％ と な っ て お り 、 弊 会 調 査 と ほ ぼ 同 じ 比 率 で あ る 。  

一 方 、「 就 業 ・ 障 害 」 で は 、 フ ル タ イ ム で の 雇 用 （ 正 社 員 と 正 社 員 以 外 ） は

20 0 3 年 調 査 71 %  ( 3 2 人 / 4 5 人 )で あ っ た が 、20 0 6 年 調 査 で は 51％（ 48 人 / 9 4 人 ）

に 減 少 し て い た 。 20 0 9 年 調 査 で は 61 %（ 9 3 人 / 1 5 3 人 ） で あ っ た 。 こ れ は 20 0 6

年 調 査 と 比 較 し 、 20 時 間 以 上 30 時 間 未 満 の パ ー ト （ 18％ → 10％ ） が 減 り 、 フ

ル タ イ ム 雇 用 で は あ る が 正 社 員 以 外 で の 雇 用 が 増 え た た め （ 27％ → 37％ ） で あ

る 。 い ず れ の 調 査 時 点 で も 正 社 員 以 外 （ 準 社 員 、 契 約 社 員 、 嘱 託 社 員 な ど ） で

の 雇 用 が 最 も 多 い 。 20 0 9 年 調 査 で は 、 正 社 員 は 24％ （ 37 人 / 1 5 3 人 ） と な っ て

い た 。  

厚 生 労 働 省 の 平 成 20 年 度 （ 20 0 8 年 ） 障 害 者 雇 用 実 態 調 査 で は 、 知 的 障 害 者

で は 正 社 員 は 37 . 3 %、精 神 障 害 者 で は 正 社 員 が 46 . 7 %で あ っ た 。障 害 者 雇 用 の 場

合 、 弊 会 調 査 結 果 は 、 正 社 員 と し て の 雇 用 は 障 害 者 雇 用 実 態 調 査 よ り 少 な い 。  

 

2 .2 .2 .2 .仕 事 の 内 容仕 事 の 内 容仕 事 の 内 容仕 事 の 内 容     

「 就 業・一 般 」の 仕 事 は 、20 0 3 年 調 査 で は 、倉 庫・清 掃・軽 作 業 が 最 も 多 く 、

23 %を 占 め て い た 。次 い で 技 能・製 造 が 19 %で あ っ た 。20 0 6 年 調 査 で は 、技 能 工 ・

製 造 が 31 %を 占 め 最 も 多 く 、次 い で 倉 庫 ・ 清 掃 ・ 軽 作 業 が 17 %で あ っ た 。い ず れ

も 実 務 作 業 が 5 割 を 占 め て い る 。 こ れ に 対 し 、 20 0 9 年 調 査 で は 、 技 能 工 ・ 製 造

が 23 %で 最 も 多 か っ た が 、次 い で 専 門 的 な 仕 事 が 14 %で あ っ た 。専 門 的 な 仕 事 で 、

最 も 多 か っ た の は 、 介 護 職 で あ っ た 。  

「 就 業・障 害 」の 仕 事 は 、20 0 3 年 調 査 で は 、倉 庫・清 掃・軽 作 業 が 最 も 多 く 、

32 %を 占 め て い た 。次 い で 技 能 工 ・ 製 造 が 20 %で あ っ た 。20 0 6 年 調 査 で も 倉 庫 ・

清 掃 ・ 軽 作 業 が 最 も 多 く 31 %で 、次 い で 技 能 工 ・ 製 造 が 30 %と な っ て い た 。技 能

工・製 造 が 増 え 、実 務 作 業 で 6 割 を 占 め て い る 。こ れ に 対 し 、20 0 9 年 調 査 で は 、

事 務 の 仕 事 が 最 も 多 く 20 %を 占 め て い た 。次 い で 倉 庫 ・ 清 掃 ・ 軽 作 業 が 18 %、技

能 工 ・ 製 造 は 9%で あ っ た 。 事 務 の 仕 事 が 増 加 （ 11％ → 2 0％ ） し て い る こ と が 注

目 さ れ る 。  
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厚 生 労 働 省 の 平 成 20 年 度 （ 20 0 8 年 ） 障 害 者 雇 用 実 態 調 査 で は 、 知 的 障 害 者

で は 事 務 的 職 業 は 1. 0 %、精 神 障 害 者 で は 事 務 的 職 業 は 6. 4 %で あ る こ と が 示 さ れ

て い る 。 2 0 0 9 年 調 査 の 「 就 業 ・ 障 害 」 で の 事 務 の 仕 事 （ 事 務 補 助 、 デ ー タ 入

力 な ど ） が 増 加 し て い る の は 、 発 達 障 害 者 支 援 法 が 施 行 さ れ 3 年 が 経 過 し 、

発 達 障 害 の あ る 人 に 対 す る 職 域 開 発 の 成 果 の 一 端 で は な い か と 考 え ら れ る 。 

 

    3 .3 .3 .3 .就 業 条 件就 業 条 件就 業 条 件就 業 条 件     

( 1 )給 与  

「 就 業 ・ 一 般 」「 就 業 ・ 障 害 」の １ ケ 月 の 給 与 を 5 万 円 未 満 、 5～ 10 万 円 未

満 、 10～ 15 万 円 未 満 、 15 万 ～ 20 万 円 未 満 、 20 万 円 以 上 に 分 け 比 較 し た 。  

「 就 業・一 般 」の 仕 事 の 場 合 、200 3 年 調 査 で は 15 万 以 上 ～ 20 万 円 未 満 が 、

も っ と も 多 く 31％（ 15 人 /4 9 人 ）を 占 め て い た 。し か し 、200 6 年 調 査 、200 9

年 調 査 で は 10 万 以 上 ～ 15 万 円 未 満 が 最 も 多 い 。 200 9 年 調 査 で は 10 万 以 上

～ 15 万 円 未 満 は 35％ （ 31 人 /8 8 人 ） 、 15 万 以 上 ～ 20 万 円 未 満 は 27％ （ 24

人 /8 8 人 ）、20 万 円 以 上 は 18％（ 16 人 /8 8 人 ）で あ っ た 。い ず れ の 調 査 時 点

で も 15 万 円 以 上 の 人 は 4 割 前 後 で あ っ た 。  

 平 成 21 年 度 （ 2 0 0 9 年 度 ） 若 年 者 雇 用 実 態 調 査 （ 厚 生 労 働 省 ） に よ る と 、 15

万 円 ～ 20 万 円 未 満 が 24 . 3％ 、 20 万 円 以 上 が 46 . 2 % (う ち 25 万 円 以 上 は 22 . 7 % )

で 、 弊 会 調 査 で は 、 給 料 月 額 が 少 な い 人 が 多 い 。  

「 就 業 ・ 障 害 」の 仕 事 の 場 合 、 200 3 年 調 査 、 200 6 年 調 査 、 200 9 年 調 査 と も

に 10 万 以 上 ～ 15 万 円 未 満 が 最 も 多 く 、 200 9 年 調 査 で は 54%（ 82 人 /1 5 3 人 ）

で 、 次 い で 5 万 ～ 10 万 円 が 33%（ 50 人 /1 5 3 人 ） と な っ て い る 。 15 万 円 以 上

は 、 い ず れ の 調 査 時 点 で も 1 割 前 後 で あ っ た 。  

厚 生 労 働 省 の 平 成 20 年 度 （ 20 0 8 年 ） 障 害 者 雇 用 実 態 調 査 で は 、 平 均 賃 金 に

つ い て は 、 知 的 障 害 者 (週 30 時 間 以 上 )は 12 4 0 0 0 円 、 精 神 障 害 者 (週 30 時 間 以

上 )は 15 7 0 0 0 円 で 、 知 的 障 害 者 の 賃 金 は 、 弊 会 調 査 と ほ ぼ 同 じ で あ る 。  

給 与 面 で は 「 就 業 ・ 一 般 」 は 待 遇 が よ い 。 し か し 、 労 働 時 間 や 、 社 会 保 険

の 対 応 な ど を 含 め て み る と 、給 料 月 額 に だ け で は 、一 概 に 論 じ ら れ な い 面 が

あ る 。  

(2 )労 働 時 間  

週 の 労 働 時 間 を 20 時 間 以 上 ～ 30 時 間 未 満 、30 時 間 以 上 ～ 40 時 間 未 満 、40

時 間 以 上 ～ 50 時 間 未 満 、 50 時 間 以 上 に わ け 、 比 較 し た 。  

「 就 業 ・ 一 般 」 は 、 200 3 年 調 査 と 200 9 年 調 査 で 週 40 時 間 以 上 の 人 が 6

割 弱 を 占 め 、200 9 年 調 査 で は 、週 40 時 間 以 上 ～ 50 時 間 未 満 で の 勤 務 が 4 割 、
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週 50 時 間 以 上 が 2 割 を 占 め て い る 。  

一 方 、 「 就 業 ・ 障 害 」 は い ず れ の 調 査 も 週 30 時 間 ～ 40 時 間 未 満 が 最 も 多

く 、200 9 年 調 査（ 81 人 /1 5 3 人 ）で 5 割 を 占 め て い る 。週 40 時 間 以 上 の 人 は

約 2 割 で あ っ た 。 「 就 業 ・ 一 般 」 は 、 「 就 業 ・ 障 害 」 に 比 べ 、 労 働 時 間 が 長

い こ と が 伺 わ れ る 。  

(3 )社 会 保 険  

「 就 業・一 般 」「就 業・障 害 」の 人 の 社 会 保 険 の 対 応 に つ い て 、健 康 保 険 、

厚 生 年 金 、 雇 用 保 険 、 労 災 保 険 に わ け 、 比 較 し た  

「 就 業・一 般 」は 200 3 年 調 査 で は 健 康 保 険 、厚 生 年 金 、雇 用 保 険 に つ い て 、

い ず れ も 6 割 未 満 の 対 応 で あ っ た が 、 200 9 年 調 査 で は 、 健 康 保 険 75% ( 6 6 人

/8 8 人 )、 厚 生 年 金 75％ 、 雇 用 保 険 72% ( 6 1 人 /8 8 人 )と な っ て い る 。 こ れ は 、

仕 事 の 紹 介 先 は 縁 故 や 職 業 紹 介 雑 誌 か ら の 就 職 が 200 3 年 調 査 45％ 、200 6 年

調 査 49％ で あ っ た の に 対 し 、 200 9 年 調 査 で は 、 縁 故 や 職 業 紹 介 雑 誌 か ら の

就 職 が 30％ に 減 り 、 学 校 や ハ ロ ー ワ ー ク か ら の 紹 介 が 54％ で 、 増 加 し て い

る た め と 考 え ら れ る 。  

一 方 、 「 就 業 ・ 障 害 」 で は 、 200 3 年 調 査 、 200 6 年 調 査 と も 8 割 前 後 で 、

200 9 年 調 査 で は 、健 康 保 険 81%（ 1 2 4 人 /1 5 3 人 ）、厚 生 年 金 85％（ 130 人 / 1 5 3

人 ） 、 雇 用 保 険 85 %（ 13 0 人 /1 5 3 人 ） で あ っ た 。 学 校 や ハ ロ ー ワ ー ク か ら の

紹 介 が 8 割 を 占 め て い る た め と 推 測 で き る 。  

 

4 .4 .4 .4 .就 業 継 続 の 状 況就 業 継 続 の 状 況就 業 継 続 の 状 況就 業 継 続 の 状 況     

「 就 業 ・ 一 般 」 「 就 業 ・ 障 害 」 で の 現 職 継 続 の 期 間 を 1 年 未 満 、 1 年 以 上

2 年 未 満 、 2 年 以 上 3 年 未 満 、 3 年 以 上 5 年 未 満 、 5 年 以 上 10 年 未 満 、 10 年

以 上 に 分 け た 。 ま た 、 転 職 経 験 は 、 転 職 な し 、 転 職 1 回 、 転 職 2 回 、 転 職 3

回 、 転 職 4 回 以 上 に わ け 比 較 し た 。  

「 就 業・一 般 」の 場 合 、継 続 期 間 は 、1 年 未 満 が 最 も 多 い 。200 9 年 調 査 42%  

( 3 7 人 /8 8 人 )で あ っ た 。 こ れ は 、 本 調 査 が 20 歳 前 後 の 若 者 が 多 い こ と も 関

係 が 深 い 。従 っ て 、い ず れ の 調 査 も 転 職 経 験 が な い も の が 5 割 以 上 を 占 め る 。

一 方 、 5 年 以 上 の 継 続 者 は 200 6 年 調 査 17%（ 14 人 /8 5 人 ） 、 200 9 年 調 査 16%

（ 14 人 /8 8 人 ） で あ っ た 。 転 職 回 数 に つ い て は 、い ず れ の 調 査 時 点 で も 4 回

を 超 え る 人 は 1 割 前 後 で あ っ た 。  

「 就 業 ・ 障 害 」 の 場 合 は 、 継 続 期 間 は 200 9 年 調 査 で は 1 年 未 満 25%（ 38

人 /1 5 3 人 ）と 3 年 以 上 5 年 未 満 24%（ 37 人 /1 5 3 人 ）が ほ ぼ 同 じ 比 率 で あ る 。

5 年 以 上 の 継 続 者 は 16%（ 25 人 /1 5 3 人 ） で 「 就 業 ・ 一 般 」 と 同 じ 割 合 で あ っ
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た 。  

「 就 業 ・ 障 害 」の 転 職 経 験 は 、200 3 年 調 査 、 200 6 年 調 査 、200 9 年 調 査 と も

に 、 転 職 経 験 が あ る 人 は 30％ 前 後 で あ る 。 「 就 業 ・ 一 般 」 と 比 較 し て 10％

前 後 低 い 比 率 に な っ て い る 。 こ れ は 、 初 職 か ら 「 就 業 ・ 障 害 」 で の 就 職 を 選

択 す る 人 が 増 え て い る と 考 え ら れ る 。  

5555． 初 職 の 状 況． 初 職 の 状 況． 初 職 の 状 況． 初 職 の 状 況     

2 0 0 9 年 調 査 に お い て 、 初 職 が 「 就 業 ・ 一 般 」 「 就 業 ・ 障 害 」 と 「 パ ー ト ・

一 般 」「パ ー ト・障 害 」の 場 合 の 転 職 経 験 の 有 無 を 示 す 。「パ ー ト 」も 含 め 、

分 析 を 行 っ た 。 「 パ ー ト ・ 一 般 」 は 週 20 時 間 未 満 、 一 般 の 扱 い で 、 事 業 所 等

で 勤 務 し て い る 人 、「 パ ー ト ・ 障 害 」は 週 20 時 間 未 満 、障 害 者 雇 用 と し て 、事

業 所 と う に 勤 務 し て い る 人 で あ る 。  

 

表 2 初 職 の 就 業 形 態 と 転 職 の 有 無  

    
就 業 ・  

一 般  

就 業 ・  

障 害  

パ ー ト ・

一 般  

パ ー ト ・

障 害  

転 職 経 験 有 り  5 0  2 1  6  1  

転 職 経 験 無 し  8 2  1 0 9  2 4  7  

計    1 3 2  1 3 0  3 0  8  

 

    
就 業 ・  

一 般  

就 業 ・  

障 害  

パ ー ト ・  

一 般  

パ ー ト ・  

障 害  

転 職 経 験 者 の

割 合  

* *  * *    

3 8 %3 8 %3 8 %3 8 %     1 6 %1 6 %1 6 %1 6 %     2 0 %2 0 %2 0 %2 0 %     1 31 31 31 3 %%%%     

                       ＊ ＊  危 険 率 1％  

ク ロ ス 集 計 表 を 作 り 、 カ イ 二 乗 検 定 で 独 立 性 の 検 定 を 行 っ た 結 果 、  

初 職 （ 初 回 の 就 業 形 態 ） が 「 就 業 ・ 一 般 」 の 場 合 は 危 険 率 １ ％ で 転 職 す る 割

合 が 高 く 、 初 回 の 就 業 形 態 が 「 就 業 ・ 障 害 」 の 場 合 は 危 険 率 １ ％ で 転 職 す る

割 合 が 低 い こ と が 示 さ れ た 。  

初 職 で 、 離 職 し た 人 （ 「 就 業 ・ 一 般 」 50 人 、 「 就 業 ・ 障 害 」 21 人 ） の 継 続

状 況 を 図 2 に 示 し た 。  
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図 2  初 職 で 離 職 し た 人 の 継 続 期 間  

 

「 就 業 ・ 一 般 」 の 場 合 、 ほ ぼ ４ 人 に １ 人 が １ 年 以 内 に 転 職 し て い る 。  

 

ⅣⅣⅣⅣ ....本 人 対 象 の 調 査 の 概 要本 人 対 象 の 調 査 の 概 要本 人 対 象 の 調 査 の 概 要本 人 対 象 の 調 査 の 概 要     

保 護 者 対 象 の 調 査 と と も に 、 20 0 3 年 、 20 0 9 年 に は 本 人 へ の 調 査 を 実 施 し た 。 

本 人 対 象 の 調 査 の 調 査 期 間 と 回 答 数 に つ い て 、 表 3 に 示 し た 。  

表 3 本 人 対 象 の 調 査 （ 調 査 期 間 と 回 答 数 ）  

  調 査 期 間  有 効 回 答 数  回 収 率  

2 0 0 3 年 調 査  2 0 0 3 年 1 0 月 ～ 12 月  2 1 5  4 3 . 7 %  

2 0 0 9 年 調 査  2 0 0 9 年 1 1 月 ～ 20 1 0 年 1 月  4 8 4  4 4 . 8 %  

2 時 点 で の 主 な 調 査 項 目 は 、 性 別 年 齢 等 の 基 礎 情 報 、 高 等 教 育 の 状 況 、 就 業

の 準 備 の 状 況 、 就 業 や 自 立 に 関 す る 意 識 等 で あ る  

 

1 .1 .1 .1 .就 業 の 準 備 の 状 況就 業 の 準 備 の 状 況就 業 の 準 備 の 状 況就 業 の 準 備 の 状 況 (20 0 9( 2 0 0 9( 2 0 0 9( 2 0 0 9 年年年年 ))))     

( 1 )保 有 資 格  

  保 有 資 格 で 、最 も 多 か っ た の が「 普 通 自 動 車 免 許 」で 182 人（ 37 . 6 % )で 、

次 が「 ホ ー ム ヘ ル パ ー 2 級 」35 人（ 7.2 %）で あ っ た 。「そ の 他 」114 人（ 23 . 6 %）

の 内 訳 は 、 英 語 検 定 、 漢 字 検 定 、 情 報 処 理 検 定 、 簿 記 、 建 築 Ｃ Ａ Ｄ 検 定 、 危

険 物 取 扱 者 、 あ ん 摩 マ ッ サ ー ジ 指 圧 師 な ど で あ っ た 。  

(2 )就 職 の た め の 支 援 の 利 用  

就 職 の た め に 役 立 っ た 支 援 は 、多 い 順 に 、「 就 職 の 面 接 の 練 習 や 履 歴 書 の 作

成 の 練 習 」 273 人 （ 56 . 4 %）、「 職 場 見 学 、 職 場 体 験 」 255 人 （ 52 . 7 % )、「 就 職
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の 説 明 会 や 学 習 会 」「 仕 事 の 探 し 方 や 求 人 票 の 見 方 の 説 明 」 202 人 （ 41 . 7 %）、

「 職 業 訓 練 機 関 の 見 学 」 169 人 (3 4 . 9 % )と な っ て い る 。  

 「 就 職 の 面 接 の 練 習 や 履 歴 書 の 作 成 の 練 習 」「 職 場 見 学 、職 場 体 験 」な ど 、

実 際 の 場 面 が イ メ ー ジ し や す い 支 援 が 「 役 に 立 つ 」 支 援 と し て い る 。  

2222 ....就 業 や 自 立 に 関 す る 取 り 組 み や 意 識就 業 や 自 立 に 関 す る 取 り 組 み や 意 識就 業 や 自 立 に 関 す る 取 り 組 み や 意 識就 業 や 自 立 に 関 す る 取 り 組 み や 意 識     

 働 い て い る 人 、働 い た こ と は あ る 人（ 29 0 人・・20 0 9 年 調 査 ）に 回 答 を 求 め た 。  

( 1 )  職 場 で う れ し か っ た こ と 、 楽 し か っ た こ と  

「 ほ め ら れ た 」 (3 5 . 2 % )  が 最 も 多 く 、 順 に 「 仕 事 を し て 助 か る と 言 わ れ た 」

(2 9 . 0 %）、「 あ り が と う と 言 わ れ た 」 24 . 8 %、 ｢職 場 の 人 が 親 切 に し て く れ た 」

(1 7 . 6 % )で あ っ た 。  

( 2 )職 場 で の い や な 思 い  

最 も 多 か っ た の が 「 仕 事 が 遅 い の で お こ ら れ る 」（ 30. 0 %  )、 次 に 「 上 司 や

パ ー ト の 人 と 人 間 関 係 は う ま く い か な い 」 (2 3 . 4 % )で あ っ た 。 続 い て 、「 同 じ

こ と を 何 度 も 聞 く と 怒 鳴 ら れ る 」（ 15． 5%）、 ｢同 僚 、 後 輩 に え ら そ う に さ れ

る 」（ 13. 4 % )等 で あ っ た 。 反 面 、「 (職 場 で い や な 思 い を し た こ と は ） 特 に な

い 」 (8. 3 % )と の 回 答 も あ っ た 。  

(3 )職 場 で よ く 注 意 さ れ る こ と  

「 仕 事 の ミ ス 」（ 37. 9 %） が 最 も 多 く 、 次 い で 「 仕 事 が 遅 い 」 (22 . 1 %）、「 だ ん

ど り が 悪 い 」 (20 . 3 %） で あ っ た 。  

(4 )職 場 に 対 す る 希 望  

20 0 3 年 調 査 、 200 9 年 調 査 の 比 較 で は 、「 今 の 仕 事 を 続 け た い 」（ 47. 0 %→

53 . 8 % )が 5 割 を 超 え て い る 。 200 3 年 調 査 と 比 較 し て 、「 他 の 仕 事 が し て み た

い 」（ 32. 2 %→ 13 . 4 %）「 職 場 で 相 談 で き る 人 が ほ し い 」（ 23. 5 %→ 14 . 5 %）「 仕 事

が で き る よ う に 教 え て ほ し い 」（27. 8 %→ 13 . 1 %）な ど の 項 目 が 減 少 し て い た 。

し か し 、 厚 生 労 働 省 実 態 調 査 （ 知 的 障 害 ） で は 、「 職 場 で 相 談 で き る 人 が 欲

し い 」（ 10. 7 %）「 仕 事 が で き る よ う に 教 え て ほ し い 」（ 5.3 %） で あ り 、 比 較 す

る と 、 本 調 査 対 象 者 は 職 場 で 不 安 に 思 っ て い る 人 が 多 い 。  

    

ⅤⅤⅤⅤ     お わ り にお わ り にお わ り にお わ り に     

全 国 Ｌ Ｄ 親 の 会 の 会 員 調 査 結 果 の 3 時 点 の 比 較 か ら 、 教 育 期 間 の 長 期 化 、 障

害 者 手 帳 の 取 得 者 の 増 加 、「 就 業 ・ 障 害 」（ 障 害 者 雇 用 ） の 増 加 の 3 点 が 明 ら か

に な っ た 。  

教 育 期 間 の 長 期 化（ 高 学 歴 化 ）は 、 20 1 1 年 の 大 学 入 試 セ ン タ ー 試 験 か ら 障 害

別 受 験 特 別 措 置 の 障 害 区 分 に 「 発 達 障 害 」 が 初 め て 明 記 さ れ た こ と に よ り 、 さ
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ら に 強 ま る と 考 え ら れ る 。 現 時 点 で の 大 学 で の 対 応 は 、 発 達 障 害 の あ る 学 生 へ

の 支 援 を 始 め て い る 一 部 の 大 学 で も 修 学 支 援 が 中 心 で 、 就 労 に む け て の 支 援 は

こ れ か ら と い っ た 状 況 で あ る 。 大 学 が 最 終 卒 業 学 校 で あ る 場 合 は 、 一 般 扱 い で

の 求 職 活 動 に な り が ち で あ る が 、 本 調 査 結 果 に も 示 さ れ て い る よ う に 、 一 般 扱

い で の 就 職 は 短 期 間 で 離 職 に つ な が る 可 能 性 も 大 き い 。 今 後 は 、 大 学 等 に お い

て も 、 一 人 一 人 の 特 性 に 応 じ た 適 切 な 就 労 準 備 教 育 や 就 労 支 援 が 必 要 で あ る 。  

障 害 者 手 帳 の 取 得 者 の 増 加 は 、 公 的 な 支 援 を 受 け る 道 を 選 択 す る 人 が 増 加 し

た こ と を 示 し て お り 、「 就 業 ・ 障 害 」（ 障 害 者 雇 用 ） の 増 加 に つ な が っ て い る 。

就 職 し 、 働 き 続 け る た め の 支 援 を 得 る た め に 障 害 者 手 帳 を 取 得 し て い る と い っ

て も 過 言 で は な い だ ろ う 。障 害 者 手 帳 を 取 得 す る と 、就 労 し て い く 上 で も 、様 々

な 支 援 を う け る こ と は で き る が 、 働 き 続 け て い く た め の 力 （ 対 人 関 係 能 力 を 高

め 、 社 会 で 自 立 し た 職 業 生 活 を 送 る た め に 必 要 な 力 ） の 養 成 が 必 要 で あ る こ と

を 忘 れ て は い け な い 。  

本 調 査 結 果 で は 、「 就 業 ・ 一 般 」 で も 、「 就 業 ・ 障 害 」 で も 、 職 場 で の 心 配 な

こ と と し て 、「 職 場 の 人 間 関 係 」「 意 思 疎 通 が 難 し い こ と 」 な ど が あ げ ら れ て い

る 。  

「 就 業 ・ 一 般 」の 場 合 は 、「 仕 事 が な か な か 覚 え ら れ な い 」、「 仕 事 に つ い て い

く こ と が た い へ ん 」 と い っ た 困 難 が 多 く あ げ ら れ て い た 。 こ の よ う な 職 務 遂 行

能 力 不 足 は 、 適 切 な 自 己 理 解 不 足 に 起 因 す る 能 力 と 仕 事 の ミ ス マ ッ チ が 原 因 で

あ る と 考 え ら れ る 。 一 方 、「 就 業 ・ 障 害 」 の 場 合 で は 「 賃 金 が 安 い 」「 労 働 時 間

が 短 い 」「正 社 員 に な れ る 見 込 み が な い 」「身 分 保 障 が な い 」「周 囲 の 理 解 が な い 」

こ と な ど が 心 配 な 事 と し て 多 く あ げ ら れ 、 自 立 し た 生 活 を 営 む こ と は な か な か

難 し い 状 況 で あ る 。 発 達 障 害 者 に 対 す る 職 域 開 発 が 始 ま っ た ば か り で 、 発 達 障

害 者 の 特 性 を 生 か し た 雇 用 事 例 が ま だ 少 な い こ と 、 社 会 で の 発 達 障 害 へ の 理 解

の 広 が り が な い こ と も 個 々 の 状 況 を 厳 し い も の に し て い る の で は な い だ ろ う か 。

最 近 、 職 業 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン で は 、 発 達 障 害 者 を 対 象 に し た 事 務 職 の 訓 練 も

行 わ れ る よ う に な っ て き て い る が 、 発 達 障 害 者 の 特 性 に 応 じ た 職 域 開 発 が 進 む

こ と を 期 待 し て い る 。  

 

（  文 責 ： 内 藤 孝 子「 LD 研 究 第 2 0 巻 第 3 号（ 2 0 11 年 1 0 月 ））に 寄 稿 し た 原 稿 を 再 構 成 ） 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名 公益社団法人全国精神保健福祉会連合会  

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内

に簡潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内

に記載していただくよう、お願いします。 

 

①  求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんで

すか。 

 

・ 地域における就労支援機関は、対象者を知的障害者に限定しているところが多

く、精神障害者の就労支援は地域活動支援センタ－や事業所の職員が、自分の仕

事と兼ねがら支援している状態で、充分な支援が行われているとは言えません。

精神障害者の就労支援体制の充実が必要であります。 

 

・障害特性を理解した支援者の配置が不可欠であり、精神障害に関しては、個別 

に症状があり、個別支援が必要と考えます。 

 

 

 

 

 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

 

・単に就労させることでなく、仕事上のことや人間関関係など困ったことが相談で

きる場となってほしいです。週１回ほど仕事帰りの人たちが集まって、話し合え

るようなたまり場的な存在であることも必要です。 

 

・また、日常生活の困りごとにも配慮できるような支援を望みます。障害者就労・

生活支援センターの役割を明確にし、就労支援機関と有効な関係性をもつように

すべきと思います。 

  

 

 

 

資料１－７ 



2 

 

③  ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

 

 精神障害者は日常的に医療との関わりが必要です。医療機関関係者と情報を共有

し、連携して支援してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④  上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

 

精神障害者の就労支援の現場では、マンパワー不足が課題です。特に精神障害者

に精通する専門職を養成することが必要です。 

そのための財源の確保をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名 NPO 法人全国精神障害者団体連合会 

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内

に簡潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内

に記載していただくよう、お願いします。 

 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんです

か。 

訓練校の受講期間のあり方（2ヶ月を三回等）（随時募集等） 

ハローワーク以外の就労支援機関の充実 

就労専門職員配置の義務化 

 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

ピアサポーターの育成及び企業への派遣 

就労後の継続的なサポート 

ピアサポートの重要性（ピアカウンセラーの雇用等） 

 

 

③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

相談窓口と支援内容の充実（地域活動支援センター任せにしない） 

他職種開発（企業へのアイデアの提供） 

 

 

 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

上記項目について、ヒアリングで口頭にて解説します。 

 

 

 

 

 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名  社団法人日本てんかん協会  

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内

に簡潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内

に記載していただくよう、お願いします。 

 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんです

か。 

○ハローワーク：地域の就労支援機関･施設（地域障害者職業センター､障害者就業･

生活支援センター、都道府県市町村立就労支援センター、就労移行支援事業所、

就労継続Ａ型事業所、同Ｂ型事業所）に、一定割合の業務を委託するなど連携し、

求職活動支援、職業紹介がスムーズに進むよう、系統的な業務展開を期待する。 

○地域障害者職業センター：地域の就労支援機関･施設に関する適切な情報提供と

ジョブコーチ支援など、必要に応じた直接的支援を期待する。 

○障害者就業･生活支援センター、都道府県市町村立就労支援センター：発作その

ものの影響、併せもつ発達障害や高次脳機能障害の影響、その他個々人のてんか

んについて詳しく情報を整理した上で、支援計画に基づく支援を期待する。 

○就労移行支援事業所：作業評価、就労準備のための講習、求職活動支援を通じて、

具体的で本人に分かり易い、雇用就労に向けた支援を期待する。 

○就労継続Ａ型事業所：安心して働ける場の提供の継続を、期待する。 

○同Ｂ型事業所：てんかん発作のある人も、合理的配慮を講じて受け入れることを、

期待する。 

 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

○ハローワーク：地域の就労支援機関･施設に、一定割合の業務を委託するなど連

携し、系統的な業務展開を期待する。 

○地域障害者職業センター：事業主へのてんかんに関する正しい知識の提供、ジョ

ブコーチ支援など、必要に応じた直接的支援を期待する。 

○障害者就業･生活支援センター、都道府県市町村立就労支援センター：支援計画

に基づき、可能な限りの長期間にわたる定着支援を期待する。 

○就労移行支援事業所：求職活動支援からの継続で職場定着支援を期待する。 

○就労継続Ａ型事業所：安心して働ける場の提供の継続を期待する。 

○同Ｂ型事業所：就職後も引き続き受け入れ、職場定着支援について期待する。 
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③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

○ハローワークの最新求人情報が、どの機関でも確認できるようになることを期待

する。 

○就労支援機関のネットワークに拘りすぎず、障害や病気のある人を地域でサポー

トする、医療、福祉、保健、教育の領域とも有機的な情報交換ができるしくみを

地域ごとに作り、対象となる人の生活全体のＱＯＬが向上できるよう、役割を担

ってもらうことを期待する。 

○てんかんの専門知識を有するジョブコーチのなどの養成を行い、日本てんかん協

会の基礎講座を活用するなど、研修の機会が強力に推進されることを期待する。 

○てんかんは発作だけに注目されがちであるが、その障害特性を正しく理解するな

ど、各就労支援機関の担当職員が、もっとてんかんの基礎知識を有し、安心して

相談できる体制を整えるとともに、職域の大幅な拡大を図られることを期待す

る。 

 

 

 

 

 

 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

○一般市民、企業、学校において、てんかんについての広報･啓発が不足している。

てんかん専門医や当事者組織である日本てんかん協会（全国の支部を含）の関係

者を講師に招くなどの活用をして、てんかんと地域移行･就労に関する研修会の

開催が企画されることを期待する。 

○てんかんのある当事者とその家族の体験を、支援者や事業主が地域で聞く機会

を、積極的に設けられることを期待する。 

○同様に、てんかんのある人を雇用している事業主、採用担当者、管理職、同僚な

どの、体験を聞く機会もとても大切と考え、取り組まれることに期待する。 

○就労の前段階ではあるが、障害者職業能力開発校において、てんかんの障害特性

に配慮したカリキュラムを設け訓練対象枠を拡大し、全国的に受け入れが積極的

に推進されることを期待する。 

○公的機関での障害者枠採用において、積極的にてんかんのある人が採用されるよ

うになることを期待する。 

 

 

 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名 一般社団法人 日本難病・疾病団体協議会  

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内

に簡潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内

に記載していただくよう、お願いします。 

 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんです

か。 

 身体障害者手帳の有無にかかわらず、就労支援を必要としている難病及び長期慢

性疾患患者は多い。雇用義務における障害者の範囲を、難病や長期慢性疾患で社会

的支援を必要とする人にも広げるべきと考える。 

 医学の進歩により、「難病」の状態は大きく変化しているが、未だ一般的なイメ

ージで「就労は病気を治してから」といわれることが多く、秘匿して就労せざるを

得ない現状がある。 

 企業に疾患があることを開示するか否かとは別に、支援者には個々の疾患や状況

を伝えることが出来るよう、患者の不安、希望等を聞き取り、どのように就職活動

を行えばよいのかというところから、心理的サポートにいたる求職者に寄り添った

支援が出来ることが必要である。患者は外見上から抱える症状が分からない疾患に

ついて理解を得ることは難しく、上手く伝えられない人も多い。難病は疾患の多様

性や個別性が大きいことから、就労可能性の判断や職場での配慮を的確に行うため

にも、その疾患を持ちながら就労を続けるイメージが出来る相談・支援員の配慮や

主治医、保健師、難病相談・支援センターなどとの連携支援が必要である。 

 企業側の難色理由を具体化し、誤解や偏見、理解不足等を解消し、個々の問題改

善を提案し、それぞれの可能性を引き出す支援をお願いしたい。 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

 患者が日常の自己管理や服薬、通院などを続け、疾患再燃や増悪の予防を行いな

がら職業生活を続けるためには、医学的管理の保障、無理のない仕事内容、職場で

の理解、環境づくりなど、柔軟な対応ができる職場での配慮が必要。 

 症状の変動による対応、疲れやすさや痛みなどを回避する働き方が出来るなど、

本人が相談や意見を述べやすい状況をつくり、相談支援やジョブコーチ支援などが

必要であると共に、プライバシーや人権の観点を考慮した上で、身近に働いている

人の理解が得られなければ就労継続は難しい。 

 難病は、産業医では理解、判断しにくい場合もあり、主治医や専門医の意見が必

要なときもある。 
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③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

・ 難病患者が利用できる現行の制度、職業相談、トライアル雇用、難治性疾患雇

用開発助成金、ジョブコーチ支援などが各地において本当に利用可能となって

いるのか実態調査を行い、効果的な活用となるようにしていただきたい。 

・ 就労支援機関には、就労活動から就労継続まで様々な場面でのきめ細かな就労

支援が必要。難病及び長期慢性疾患の相談・支援に対応できる人材養成・配置

が必要であり、理解を深めるためにも職員研修を行っていただきたい。 

・ 患者が相談を行うところは医療や保健の分野が身近であるため、就労に関して

気軽に相談できるところに結びつくことが出来ず、働きたいと望んでいてもあ

きらめてしまっている人も少なくない。就労支援について、患者に伝わる広報

が必要。 

・ 患者が疾患管理、職業生活の両立をしていくためには、専門性や制度の縦割り

の壁を越えて、医療・保健・福祉・労働等の連携がなければ解決できない問題

が多い。医療側からは、仕事に合わせた通院や服薬について考慮できることも

場合によってはあり、また同じ立場で医療、生活、就労等に経験から情報を伝

えることの出来る患者による支援（ピアサポート）も有効であり、本人の意思

を確認しながら、就労支援機関と主治医、保健師、難病相談・支援センター、

患者会などが連携していくことが出来るチーム支援が必要である。 

 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

 難病の発症は個人の責任でもなく、特別な人でもない。働くことで社会に貢献し、

経済的自立を達成したい、職業を通じて生きがいを感じ、成長したいと望んでいる

人も多い。 

 難病や長期慢性疾患によって、不採用や解雇、差別などを恐れ、疾患を秘匿し、

職場配慮も求めにくい人も多い。そのため無理な就労や誤解などによる人間関係上

の問題などで離職、就労を繰り返す悪循環となることがある。ＱＯＬや経済的観点

からも就労問題は深刻であるにもかかわらず、社会的な支援が少ない。 

 本人のコミュニケーションスキルや職業訓練、難病患者でも容易に出来る自宅で

の訓練（通信教育など）などの支援が必要。支援策の一つとして、再燃時には休業

支援として公費も投入され、寛解時には職場復帰できるような支援があれば、求職

者、企業等、双方にとっての支援となる。 

 就労問題は社会的側面が顕著で、私たちは決して制度の中で暮らすのではなく、

必要な制度を用いながら社会の中で暮らすことを目指している。その点からも難病

及び長期慢性疾患についての啓発、職業生活への理解がさらに進むことを望む。 

 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名ＮＰＯ法人日本脳外傷友の会             

 

 

①  求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんで

すか。 

① ハローワーク 

まず地域で一番最初に相談に行く機関であるから 

窓口に障害をお持ちの方はこちらにご相談ください。の表示がほしい。 

手帳の有無に関係なく。まず話を聞いてほしい。 

② 就労・生活支援センター 

家族会の運営する就労継続Ａ，Ｂ型作業所などがかなり増えてきたので、ノ

ウハウを共有してほしい。家族会も力をつけてきている。 

③ 障害者職業センター 

評価機関として、重要な役割を果たすが、評価訓練の方法に様々な工夫がほ

しい。 

カウンセラーの異動・転勤が激しすぎる。なぜ２年くらいでくるくる回すの

か理解できない。 

地元に密着した企業との連絡、地に足のついた支援をやってもらいたい。 

そうでないと就労先へのアフターフォローなど出来ない。 

④ 医療機関の就労援助 

公立のみならず民間病院でも取り組んでいるところが増えてきている。 

リハビリテーションのゴールという観点から入院中からのコーデネートが

大切。 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

 

 

③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

人材の育成に力を入れてほしい。 

 さまざまな障害についての特性を勉強してほしい。 

 コーデネート力の強化 

 粘り強いプロ精神。 

 温かな人間性など 

 責任感 
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④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

合理的配慮 

 ★高次脳機能障害の症状は失語症などのコミュニュケーション障害、記憶障害、 

 注意障害、遂行機能障害等又身体障害との重複も多い。 

 年数をかけて改善する場合いが多いことと、代償手段を身につけることで、改善

されていく場合が多いことが立証されているので、さまざまな合理的配慮が必要で

ある。 

 したがって入社試験の場にたとえば記憶を補うための辞書、パソコン、メモリー

アシストの使用等が認めてもらえれば、それらを日常的に使う仕事に就くことがで

きるはずである。 

たとえば公務員試験など。入り口で閉ざされている現状であるが、ポジションによ

っては適任の仕事があるはずである。柔軟な発想で就労の機会を与えるべきであ

る。 

★現状で障害者が雇用されても、ほとんどが契約社員であったり、短期雇用であっ

たりして正式雇用されるものが少ない。 

 又、特例子会社の場合いには定期昇給や、キャリアアップの機会に恵まれず、 

 一般就労の社員と平等とは言い難い状況で働いているものも多い。。 

 出来る仕事と出来ない仕事の見極めはもちろん必要であるが、彼らにも機会は与

えられるべきであるから、企業への啓発・指導助言を支援機関として推進するべき

である。 

 あまりにひどい事業所へは改善勧告や罰則規定を設けることも今後の障害者権

利条約の批准に伴い設けるべきではないか。 

 

 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 
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障害者団体に対するヒアリングについて 

 

団体名 社団法人全国脊髄損傷者連合会  

 

 地域の就労支援の在り方を検討するに当たって、以下の質問について、下記の枠内

に簡潔にお答えください。なお、参考資料を添付する場合であっても、ご回答は枠内

に記載していただくよう、お願いします。 

 

① 求職活動を行うに当たって、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんです

か。 

障害者の個別状況に応じた合理的配慮を講じること 

 求職活動において、個々の障害当事者の個別状況を把握し、合理的配慮を講じる

ことが支援機関に求められる。 

 具体的には、募集、採用、職場環境、情報、コミュニケーション、労働時間、休

憩時間、休日、通院等で合理的配慮 

 

 

 

 

 

 

② 企業において継続して働き続けるために、各就労支援機関に求めること（支援等）

はなんですか。 

企業側で上記と同様な合理的配慮が講じられているかをチェックし、必要に応じて

合理的配慮を講じることを企業に促し、場合によっては勧告する。 
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③ ①及び②のほか、各就労支援機関に求めること（支援等）はなんですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 上記のほか、ご意見等があればお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上、ご協力ありがとうございました。 
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（参考資料３） 
 

現在までの就労状況 

 

・ ハローワークからの紹介の時点では「始めはパート契約だがゆくゆくは正社員に」と言

う話だった。 

 

・ 面接時も正社員希望である事は面接官に伝え、「すぐには出来ないがゆくゆくは」と言

う話だった。 

 

・ 入社して２年が経ったころ人事部に正社員の話をするが「現在は景気が悪く、業績も悪

いので待って欲しい」との事。 

 

・ ５年目、一向に正社員の話がないので人事部に再度話をすると「そんな話はしていない」

と返される。 

 

・ ハローワークと労働基準監督署に相談するがどちらも回答は「心情的には解るが、法律

的にはパートでも直接雇用であり、最低賃金も守っている為、法的にはなんの問題もな

く、またハローワークや労働基準監督署は法的に問題がない限り、関与する事は出来ず

法的効力も持っていない。」 

 

・ ハローワークと労働基準監督署の担当者からは「障害者雇用枠からの入社後、この様な

トラブルはとても多く相談は後を絶たない、直接雇用してしまえば実態がアルバイトで

もパートでも正社員でも関係なく法的にはクリアーでき補助金も企業は受け取れる、法

律の抜け穴なのです。」 

 

・ 現在も状況は改善されていない。 
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